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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 252,963 285,585 322,531 342,289 341,279

経常利益 (百万円) 30,987 38,252 46,099 55,517 51,731

当期純利益 (百万円) 16,303 22,518 27,019 28,157 24,513

純資産額 (百万円) 231,766 209,301 216,232 207,363 205,466

総資産額 (百万円) 317,341 311,786 371,458 362,447 354,487

１株当たり純資産額 (円) 5,150.445,152.735,304.201,038.681,051.65

１株当たり当期純利益 (円) 362.30 519.72 664.77 138.52 125.54

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 362.29 519.31 663.50 138.30 125.46

自己資本比率 (％) 73.0 67.1 58.1 57.0 57.7

自己資本利益率 (％) 7.1 10.2 12.7 13.3 11.9

株価収益率 (倍) 27.6 27.8 26.1 18.8 12.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 27,569 48,875 39,583 31,806 46,180

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △81,981 17,853 △18,578 △47,925 △70,994

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △3,928 △54,828 44,040 △23,537 △22,414

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 38,677 50,752 115,854 75,524 28,228

従業員数

 [ほか、派遣社員の平均人員数]
(人)

4,848
[837]

5,013
[899]

5,303
[1,139]

5,711
[1,850]

6,118
[1,922]

（注）１．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。

　　　２．第42期より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しています。

３．第42期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号）および「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号）を適用しています。

４．提出会社は、平成19年４月１日付で、１株につき５株の割合で株式の分割をおこないました。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 229,872 258,904 310,280 327,933 324,697

経常利益 (百万円) 19,743 24,493 41,202 50,346 47,321

当期純利益 (百万円) 9,180 14,088 51,697 25,202 20,583

資本金 (百万円) 18,600 18,600 18,600 18,600 18,600

発行済株式総数 (株) 45,000,00045,000,00045,000,000225,000,000225,000,000

純資産額 (百万円) 200,225 168,703 199,809 189,481 184,815

総資産額 (百万円) 292,074 284,169 358,665 351,356 340,745

１株当たり純資産額 (円) 4,449.514,153.264,900.75 948.85 945.49

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)
(円)

100.00

(20.00)

140.00

(50.00)

180.00

(70.00)

50.00

(24.00)

52.00

(26.00)

１株当たり当期純利益 (円) 204.01 325.17 1,271.96 123.98 105.41

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 204.01 324.92 1,269.53 123.78 105.34

自己資本比率 (％) 68.6 59.4 55.6 53.8 54.0

自己資本利益率 (％) 4.5 7.6 28.1 13.0 11.0

株価収益率 (倍) 49.0 44.4 13.6 21.0 14.5

配当性向 (％) 49.0 41.9 14.2 39.9 49.1

従業員数

 [ほか、派遣社員の平均人員数]
(人)

3,426

[418]

3,554

[458]

4,407

[851]

4,714

[1,517]

5,030

[1,573]

（注）１．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。

　　　２．第42期より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しています。

３．第42期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号）および「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号）を適用しています。

４．第42期より、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」）および「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）を適用しています。

５．平成18年４月１日を期日として、連結子会社のエヌ・アール・アイ・データサービス㈱と合併しました。

６．第42期以降の１株当たり中間配当額は、会社法第459条第１項の規定に基づく中間期末日を基準日とする剰余

金の配当です。

７．平成19年４月１日付で、１株につき５株の割合で株式の分割をおこないました。
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２【沿革】

提出会社は、昭和63年１月の㈱野村総合研究所（旧野村総合研究所）および野村コンピュータシステム㈱の合併を

経て現在に至っています。

（合併前）

年月 沿革

昭和40年４月 旧野村総合研究所、東京都中央区に設立。
昭和41年１月 野村コンピュータシステム（設立時から昭和47年12月までの商号は㈱野村電子計算センター）、東

京都中央区に設立。
６月 野村コンピュータシステム、「証券共同システム」を稼働。

 旧野村総合研究所、㈶日本万国博覧会協会より「万国博調査」を受託。
11月 旧野村総合研究所、神奈川県鎌倉市に本社社屋竣工。本社機構を移転。

昭和42年１月
 

旧野村総合研究所、ニューヨーク事務所（現Nomura Research Institute America, Inc.）を開設
し、本格的な海外調査を開始。

昭和43年７月 野村コンピュータシステム、野村證券㈱の「第一次オンラインシステム」を稼働。
10月 野村コンピュータシステム、野村オペレーションサービス㈱を設立（平成８年７月、エヌ・アール

・アイ・データサービス㈱に商号変更、平成18年４月、提出会社と統合）。
 旧野村総合研究所、マルチクライアント・プロジェクト第一号「住宅マーケットの将来」を開始。
昭和47年11月旧野村総合研究所、ロンドン事務所（現Nomura Research Institute Europe Limited）を開設。
昭和48年６月 野村コンピュータシステム、本社を東京都新宿区に移転。
昭和49年５月 野村コンピュータシステム、「ＳＴＡＲ（証券業向け共同利用型システム）」を稼働。
昭和51年１月 旧野村総合研究所、香港事務所（現Nomura Research Institute Hong Kong Limited）を開設。
昭和53年６月 旧野村総合研究所、経営コンサルティングサービスを開始。
昭和54年８月 野村コンピュータシステム、㈱セブン－イレブン・ジャパンの「新発注システム」を稼働。
昭和58年１月 野村コンピュータシステム、野村システムサービス㈱を設立（平成９年１月、エヌ・アール・アイ

情報システム㈱に商号変更、平成11年４月、提出会社と統合）。
昭和59年７月 旧野村総合研究所、シンガポール事務所（現Nomura Research Institute（Singapore）Private 

Limited）を開設。
昭和60年７月 野村コンピュータシステム、日吉センターを竣工（現日吉データセンター）。
昭和62年10月野村コンピュータシステム、「Ｉ－ＳＴＡＲ（ホールセール証券業向け共同利用型システム）」を

稼働。

（合併以降）

年月 沿革

昭和63年１月 旧野村総合研究所と野村コンピュータシステムが合併。
本社は東京都中央区。

平成２年６月 横浜センターを竣工（現横浜第一データセンター）。
11月 関西支社を開設（現大阪総合センター）。

平成４年２月 野村證券㈱の「第三次オンラインシステム」を稼働。
４月 大阪センターを竣工（現大阪データセンター）。

平成５年９月 ㈱イトーヨーカ堂のシステム運用アウトソーシングを開始。
10月 「Ｔ－ＳＴＡＲ（投信会社向け共同利用型システム）」を稼働。

平成６年８月 台北事務所（現台北支店）を開設。
11月 「千手（運用管理システム）」を発売。

平成７年４月 ソウル支店を開設。
平成９年９月 マニラ支店を開設。

12月 「ＢＥＳＴＷＡＹ（投信窓販システム）」を稼働。
平成11年４月 本社を東京都千代田区大手町に移転。

12月 「オブジェクトワークス（システム開発プラットフォーム）」を発売。
平成12年６月 内閣府より「環境問題を考える国際共同研究」を受託。
平成13年５月 内閣府より「地震防災情報システム整備」を受託。

12月 東京証券取引所（市場第一部）に上場。
平成14年７月 野村総合研究所（上海）有限公司を設立。

10月 野村総合研究所（北京）有限公司を設立。
平成15年２月 木場総合センターを開設。

５月 「ＳＴＡＲ－Ⅳ（証券業向け共同利用型システム）」を稼働。
７月 ＡＳＥＡＮ事務局より「ＡＳＥＡＮ諸国における債券市場育成にむけての技術支援」を受託。

平成16年９月 本社を東京都千代田区丸の内に移転。
10月 「ｅ－ＪＩＢＡＩ（自賠責保険共同利用型システム）」を稼働。

平成19年10月横浜第二データセンターを竣工。 
平成20年10月モスクワ支店を開設。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社および連結子会社）は、リサーチ、経営コンサルティング、システムコンサルティング等からなる

コンサルティングサービスと、主に情報システムの開発、運用サービスおよび関連する商品販売からなるＩＴソリュー

ションサービスを展開しています。関連会社、その他の関係会社および関係会社以外の主な関連当事者については、事業

内容と事業の種類別セグメントが同一でないもの（金融機関等）があります。

平成20年４月に、当社はアジアにおけるＩＴソリューションサービス事業の拡大を目的に、三菱商事㈱との共同事業

会社である持分法適用関連会社エムシー・エヌアールアイグローバルソリューションズ㈱を設立しました。

この結果、当年度末において、当社の関係会社は、子会社16社、関連会社２社、その他の関係会社２社となりました。こ

のほか、関係会社以外の主な関連当事者が１社あります。

なお、平成21年４月に、当社は、子会社であるエヌ・アール・アイ・ラーニングネットワーク㈱および㈱インステクノ

の全株式を売却しました。また、子会社であるエヌ・アール・アイ・ネットワークコミュニケーションズ㈱とエヌ・

アール・アイ・ウェブランディア㈱が合併しました。金融機関等からＢＰＯ（Business Process Outsourcing：企業が

自社業務の一部を外部の専門企業に一括して委託すること）関連業務を受託する共同事業会社である子会社ＮＲＩ・

ＢＰＯサービス㈱を設立しました。 

 

事業活動にかかる各社の位置付けは、以下のとおりです。

ａ．当社は、コンサルティングサービスおよびＩＴソリューションサービスをおこなっています。

ｂ．関係会社および関係会社以外の関連当事者は、以下のように分類されます。

①事業内容と事業の種類別セグメントが同一であるもの

《海外現地法人等》（７社）

欧米およびアジアに現地法人があるほか、国内に、アジアでＩＴソリューションサービスを提供するための持

株会社があります。コンサルティングサービスおよびＩＴソリューションサービス、あるいはそのいずれかを

展開しています。

《システム開発・運用サービス等》（５社）

エヌ・アール・アイ・ネットワークコミュニケーションズ㈱ほかがあります。

《情報・通信システムに関する教育・研修等》（１社）

エヌ・アール・アイ・ラーニングネットワーク㈱があります。

《情報・通信システムのセキュリティ関連サービス等》（１社）

エヌ・アール・アイ・セキュアテクノロジーズ㈱があります。

《特許等に関する情報提供サービス等》（１社）

エヌ・アール・アイ・サイバーパテント㈱があります。

《携帯電話への地図・交通情報等提供サービス》（１社）

㈱ユビークリンクがあります。

《オフィス環境の整備等》（１社）

ＮＲＩワークプレイスサービス㈱があります。当社グループから業務を受託しています。

 ②事業内容と事業の種類別セグメントが同一でないもの

《金融機関等》（３社）

野村ホールディングス㈱、野村證券㈱および野村アセットマネジメント㈱があります。当社グループはコン

サルティングサービスおよびＩＴソリューションサービスを提供しています。

《有価証券の受渡決済等の業務受託》（１社）

　日本クリアリングサービス㈱があります。
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。 

  

（注）１．◎は連結子会社です。

２．○は持分法適用関連会社です。

３．△はその他の関係会社です。

４．＊は関係会社以外の関連当事者です。
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４【関係会社の状況】
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名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所

有（又は被

所有）割合

(％)

関係内容

《連結子会社》      

エヌ・アール・アイ・ネット
ワークコミュニケーションズ㈱
※１ 

大阪市
北区

百万円

450

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

エヌ・アール・アイ・
ラーニングネットワーク㈱
※２

東京都
千代田区

百万円

300

ＩＴソリューション

サービス
100.0

研修サービスの利用

役員の兼任等…１人

エヌ・アール・アイ・
セキュアテクノロジーズ㈱

東京都
千代田区

百万円

450

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システムセキュリティサービ

スの利用

役員の兼任等…１人

エヌ・アール・アイ・
サイバーパテント㈱

東京都
千代田区

百万円

300

ＩＴソリューション

サービス
100.0

知的財産情報サービスの利用

役員の兼任等…１人

エヌ・アール・アイ・
ウェブランディア㈱　※１

東京都
千代田区

百万円

200

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

ＮＲＩ
ワークプレイスサービス㈱

横浜市
保土ケ谷区

百万円

450
全社（共通） 100.0

オフィス環境の整備委託、寮

の賃借

役員の兼任等…１人

エヌ・アール・アイ・
データ・アイテック㈱

東京都
千代田区

百万円

10

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム運用・維持管理委託

役員の兼任等…１人

エヌ・アール・アイ・
社会情報システム㈱

東京都
中央区

百万円

100

ＩＴソリューション

サービス
100.0

ネットワーク運用受託

役員の兼任等…１人

㈱インステクノ　※２
東京都
江東区

百万円

495

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

㈱ユビークリンク
横浜市
保土ケ谷区

百万円

100

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

Nomura Research
Institute America, Inc.

アメリカ合衆国

ニューヨーク

米ドル

12,000,000

ＩＴソリューション

サービス
100.0

調査・システム開発委託

役員の兼任等…２人

Nomura Research
Institute Europe Limited

イギリス
ロンドン

英ポンド

1,350,000

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…２人

野村総合研究所

（北京）有限公司

中華人民共和国

北京

米ドル

10,000,000

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

野村総合研究所

（上海）有限公司

中華人民共和国

上海

米ドル

6,050,000

コンサルティング

サービス
100.0

コンサルティング業務委託

役員の兼任等…１人

Nomura Research Institute

Hong Kong Limited

中華人民共和国

香港

香港ドル

16,181,024

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

Nomura Research Institute

（Singapore） Private Limited

シンガポール

シンガポール

シンガポールドル

1,400,000

ＩＴソリューション

サービス
100.0

システム開発委託

役員の兼任等…１人

《持分法適用関連会社》      

エムシー・エヌアールアイグ
ローバルソリューションズ㈱

東京都
千代田区

百万円

600

アジアでＩＴソ

リューションサービ

スを提供するための

持株会社

49.0役員の兼任等…４人

日本クリアリング

サービス㈱

東京都

中央区

百万円

300

有価証券の受渡決

済等の業務受託
40.0

運用サービス受託、事務委託

役員の兼任等…３人

《その他の関係会社》      

野村ホールディングス㈱

※３

東京都

中央区

百万円

321,764
持株会社

38.6

(31.9)

システム開発・運用サービス

受託

役員の兼任等…１人

野村アセットマネジメント

㈱

東京都

中央区

百万円

17,180

投資信託委託業

投資顧問業
　22.3

システム開発・運用サービス

受託

役員の兼任等…１人

（注）　１．連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。また、全社

（共通）とは、特定のセグメントに区分できない管理業務をおこなう会社を表しています。

２．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄は、関係会社が連結子会社または持分法適用関連会社である場合は

当該関係会社の議決権に対する当社の所有割合を、その他の関係会社の場合は当社の議決権の被所有割合を

それぞれ記載しています。また、同欄の（　）内は、間接被所有割合を内書きで記載しています。

３．「関係内容」欄の役員の兼任等は、関係会社が連結子会社である場合は当社取締役および監査役の当該会社

取締役または監査役の兼任人数を、持分法適用関連会社である場合は当社役職員の当該会社取締役、執行役
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または監査役の兼任、出向、転籍を含めた人数を、その他の関係会社である場合は当社取締役または監査役へ

の当該会社役職員の兼任、出向、転籍を含めた人数をそれぞれ記載しています。

４．※１：平成21年４月に、エヌ・アール・アイ・ネットワークコミュニケーションズ㈱とエヌ・アール・アイ

・ウェブランディア㈱は合併しました。

５．※２：平成21年４月に全株式を売却しました。

６．※３：有価証券報告書の提出会社です。

７．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超える連結子会社はあ

りません。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在　

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

コンサルティングサービス 965　 [75] 

ＩＴソリューションサービス 4,605[1,715] 

全社（共通） 548  [132] 

合計 6,118[1,922] 

（注）１．従業員数は就業人員であり、当社グループ（当社および連結子会社）からグループ外への出向者99人は含

んでいません。

２．[　]内に派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものです。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

 5,030[1,573] 37.2 11.2 11,107

（注）１．従業員数は就業人員であり、当社から社外への出向者533人は含んでいません。

２．[　]内に派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。

(3）労働組合の状況

当社を対象とし、野村総合研究所従業員組合という労働組合が存在します。状況は下記のとおりです。

・ユニオンショップ制を採用しており、組合員数は2,998人（平成21年３月31日現在）です。

・企業内単一組合で加盟団体はありません。

・労使関係については良好です。
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第２【事業の状況】
  

１【業績等の概要】

(1）業績

当年度は、米国のサブプライムローンに端を発した世界的な金融危機のなか、企業収益、生産および輸出の大幅な

減少、設備投資の減少などがみられ、景気は急速に悪化しました。また、情報サービス産業では、証券業などにおいて

情報システム投資意欲の後退がみられました。

このような環境のもと、当社グループは、保険業やサービス業、製造業向け事業などに人的資源を的確にシフトし

たほか、外部委託費の適正化や経費の削減といったコスト構造改革に注力するなど、事業環境の変化に応じた施策

を進めました。また、プロジェクト管理の強化、システム障害削減活動による生産性向上、アジア事業の強化にも取

り組みました。年度末には、長期的で安定したビジネス基盤を構築することを目的に、証券業主要顧客の保有する国

内証券リテール業務にかかる基幹システムの一部を取得し、同顧客からの受託アウトソーシングサービスの範囲を

さらに拡大しました。

こうした活動の結果、当社グループの売上高は341,279百万円（前年度比0.3％減）と前年度比横ばいの水準を確

保しました。間接業務にかかる事務委託費を削減し販売費及び一般管理費の増加を抑制しましたが、将来の事業拡

大に向けた設備投資にかかる償却費などで売上原価が増加したため、営業利益は49,713百万円（同5.6％減）、経常

利益は51,731百万円（同6.8％減）となりました。当期純利益は、ソフトウエアの評価損や保有株式の時価下落によ

る特別損失があり、24,513百万円（同12.9％減）となりました。

 

＜セグメント情報＞

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

　コンサルティングサービス

　景気の急激な悪化を受け経営コンサルティング案件は減少しましたが、金融サービス業向けを中心にシステムコ

ンサルティング案件が増加し、売上高（外部売上高）は32,866百万円（前年度比8.4％増）、営業利益は4,126百万

円（同0.3％減）となりました。

 

ＩＴソリューションサービス

ＩＴソリューションサービスの品目別の売上高動向をみると、開発・製品販売は保険業向けで増加する一方、証

券業向けが落ち込み、144,249百万円（前年度比3.9％減）となりました。運用サービスは、前年度後半に獲得した新

規顧客の影響もあり金融サービス業向け共同利用型サービスが増加したこと、流通業向けシステム運用が堅調で

あったことから、148,985百万円（同5.8％増）となりました。商品販売は、機器導入をともなうシステム開発が減少

し、15,178百万円（同27.4％減）となりました。

コスト面では、大型システム開発案件の影響による外部委託費の増加や横浜第二データセンターの償却費の増加

がありました。

この結果、売上高（外部売上高）は308,413百万円（同1.1％減）、営業利益は45,587百万円（同6.1％減）となり

ました。

 

(2）キャッシュ・フロー

当年度における営業活動によるキャッシュ・フローは46,180百万円（前年度比45.2％増）となりました。これ

は、主に税金等調整前当期純利益44,181百万円（同7.9％減）、減価償却費20,763百万円（同25.7％増）、売上債権

の減少2,759百万円（前年度は△10,934百万円）、法人税等の支払額△22,669百万円（前年度比5.6％減）などによ

るものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは70,994百万円（同48.1％増）の支出となりました。これは、アウトソーシ

ングサービス提供のためのＩＴ資産の購入や共同利用型システムの開発による無形固定資産の取得、データセン

ターにおける機械装置などの有形固定資産の取得、資金運用のための投資有価証券の取得によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは自己株式の取得および配当金の支払いにより22,414百万円（同4.8％減）

の支出となりました。

以上の結果、当年度末の現金及び現金同等物は、28,228百万円（同62.6％減)となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

①生産実績

事業の種類別セグメントごとの生産実績は次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称
金額

（百万円）
前年度比
（％）

コンサルティングサービス 18,124 11.9

ＩＴソリューションサービス 220,790 3.2

 開発・製品販売 117,272 1.3

 運用サービス 103,517 5.6

合計 238,914 3.8

（注）金額は製造原価によっています。

 

②外注実績

事業の種類別セグメントごとの外注実績および生産実績に占める割合は次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称
金額

（百万円）
割合
（％）

前年度比
（％）

コンサルティングサービス 5,309 29.3 13.5

ＩＴソリューションサービス 116,136 52.6 1.9

 開発・製品販売 81,610 69.6 1.6

 運用サービス 34,526 33.4 2.7

合計 121,446 50.8 2.4

（注）１．上記の金額のうち、中国企業への外注実績および外注実績合計に対する割合は次のとおりです。

 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

 

金額
（百万円）

割合
（％）

金額
（百万円）

割合
（％）

前年度比
（％）

中国企業への外注実績 16,755 14.1 15,849 13.1 △5.4

　　　２．金額は製造原価によっています。

 

(2）受注状況

事業の種類別セグメントごとの受注状況は次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年度比
（％）

受注残高
（百万円）

前年度比
（％）

コンサルティングサービス 32,251 3.7 3,211 △16.1

ＩＴソリューションサービス 341,870 7.0 172,810 24.0

 開発・製品販売 161,470 9.8 36,369 89.9

 運用サービス 165,222 8.9 136,440 13.5

 商品販売 15,178 △27.3 － －

合計 374,122 6.7 176,021 22.9

（注）１．金額は販売価格によっています。

２．継続的な役務提供をおこない利用度数等に応じて料金をいただくサービスについては、各年度末時点で

翌年度の売上見込額を受注額に計上しています。
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(3）販売実績

事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称
金額

（百万円）
前年度比
（％）

コンサルティングサービス 32,866 8.4

ＩＴソリューションサービス 308,413 △1.1

 開発・製品販売 144,249 △3.9

 運用サービス 148,985 5.8

 商品販売 15,178 △27.4

合計 341,279 △0.3

（注）１．主な相手先別の販売実績および販売実績合計に対する割合は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

相手先
金額

（百万円）

割合

（％）

金額

（百万円）

割合

（％）

野村ホールディングス㈱ 104,808 30.6 97,240 28.5

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 37,611 11.0 38,183 11.2

　　原則として、相手先の子会社向けの販売実績を含めています。

　　２．リース会社等を経由した販売については、最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの販売実績に含め

ています。

　　３．金額はセグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっています。

 

業種別売上高と売上高構成比率は次のとおりです。

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金融サービス業 235,972 68.9 236,915 69.4
流通業 44,569 13.0 42,925 12.6
その他産業等 61,746 18.0 61,438 18.0

合計 342,289 100.0 341,279 100.0

（注）１．リース会社等を経由した販売については、最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの販売実績に

含めています。

　　　２．日本郵政公社については、平成19年10月の民営・分社化以降、各顧客の属する業種に基づき集計していま

す。
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３【対処すべき課題】

企業のＩＴ投資は、グローバル化や業務効率化への対応のため拡大が続いてきましたが、平成20年後半からの世界的

な景気後退を受け、ＩＴ投資抑制の気運も高まり、不要不急な案件の延期や凍結などその影響が徐々に表れています。

このような事業環境のもと、共同利用型サービスなどコスト競争力のある新たなＩＴサービスを開発・充実させる

ことが喫緊の課題となっています。また、当社グループの顧客は証券会社等の金融業が多く、業種集中による売上変動

リスクを回避するため、非金融業顧客の獲得に向けたサービス開発が必要と考えています。さらに、中長期的な安定成

長のため、当社グループのグローバル対応力を強化する必要があると認識しています。

競争力のある新しいサービスを開発するには、当社グループの強みである、コンサルティングとシステム開発・運用

のそれぞれの業務知識とノウハウを、より融合していくことが重要であると考えています。また、非金融業顧客の獲得

に向けては、金融業向け事業で培った決済や顧客管理等の機能を核としたサービスの開発を目指しており、金融分野と

非金融分野の専門家の協働で進めていきます。グローバル対応については、今後市場拡大が見込まれるアジア、特に中

国を中心に、既存顧客の海外展開に確実に対応しつつ新規顧客を獲得することを目指し、開発体制を整備・強化しま

す。また、これらを着実に進めるには、国内外を含め、技術や経験を持つ企業との協業やＭ＆Ａなど、社外の英知を活用

していくことも必要であると認識しています。

高品質の新サービスを迅速かつ効率的に開発・提供するには、国内外の協力会社を含め、開発手法のさらなる改善と

プロジェクト管理の徹底が必要と考えています。生産性向上のための施策や成果を、協力会社を含め全社で共有・活用

するほか、協力会社との役割分担を最適化することで、開発プロセス全体の効率化を図ります。また、会議運営の効率化

などワークスタイルの革新を進めるとともに、外部委託費の見直しや販売管理費の適正化など、業務効率化、コスト最

適化を推進します。

当社グループは、新しい価値を創出し提供していく源泉は人材であるとの認識のもと、新しい技術の知識やスキルの

獲得、提案型人材の育成などを目指し、社内認定資格制度や次世代リーダー育成プログラム等、人材育成制度の拡充を

図ります。また、内部統制システムについては、役職員に対する研修や啓発活動を継続的に実施することで、周知徹底に

取り組んでいきます。さらに、情報セキュリティ管理の徹底のほか、災害時にも事業が継続できるよう、危機管理体制の

整備・強化を引き続き実施していきます。
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４【事業等のリスク】

当社グループ（当社および連結子会社）の事業等において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

には、次のようなものがあります。

なお、これらは当年度末における事業等に関するリスクのうち代表的なものであり、実際に起こりうるリスクはこ

の限りではありません。また、本文中の将来に関する事項は、当年度末現在において当社グループが判断したもので

す。

 

(1）経営環境リスク

①情報サービス産業における価格競争について

情報サービス産業では、事業者間の競争が激しく、他業種からの新規参入や海外企業の台頭、パッケージ製品の普

及も進んでいることから、将来的に価格競争が発生する可能性があります。

このような環境認識のもと、当社グループは、コンサルティングからシステム開発・運用に至る総合力をさらに

高め、サービスの高付加価値化により競合他社との差別化を図るとともに、生産性の向上に取り組んでいます。

しかしながら、想定以上の価格競争が発生した場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

 

②運用サービス事業の安定性について

運用サービスを展開するにあたっては、データセンターにかかる不動産や運用機器、ソフトウエアなどの投資が

必要であり、投資額の回収は顧客との運用サービス契約に基づき長期間にわたっておこなわれます。運用サービス

の契約は複数年にわたるものが多く、また単年契約であっても自動更新されることが多いため、売上高は比較的安

定していると考えられます。さらに、当社グループは慎重な事業進捗管理と継続的な顧客の与信管理をおこなうこ

とにより、投資額の回収に努めています。

しかしながら、運用サービスの売上高の安定性は将来にわたって保証されているわけではなく、顧客の経営統合

や経営破綻、ＩＴ戦略の抜本的見直しなどにより、当社グループとの契約が更新されない可能性があります。

 

③野村ホールディングス㈱およびその関係会社との資本関係について

当年度末において、野村ホールディングス㈱が当社の議決権を38.6％所有（間接所有31.9％、うち22.3％は同社

の完全子会社である野村アセットマネジメント㈱が所有）しています。また、同社の関連会社（㈱ジャフコほか）

が当社の議決権を8.2％所有しています。

しかしながら、当社に対する野村ホールディングス㈱およびその関係会社の持株比率の安定性は保証されている

わけではありません。

 

④ハザードリスク

事業活動のグローバル化やネットワーク化の進展にともない、災害やシステム障害など万一の事態に想定される

被害は大規模化しており、危機管理体制の強化が求められています。

当社グループは、大規模災害等の事態が発生した場合の初動体制と行動指針をまとめたコンティンジェンシープ

ランを作成しています。さらに、円滑な事業継続に向けた体制の構築や事業継続に必要なインフラの整備など、危機

管理体制の整備・強化に取り組んでいます。

しかしながら、想定を超えた災害等の発生によりオフィスや人員等の経営資源に大きな損害が生じた場合、業務

が長期的に停止するなど、当社グループが顧客と合意した水準でのサービス提供が困難となり、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(2）経営戦略リスク

①特定業種および特定顧客への依存について

  当社グループの売上高は、特定業種および特定顧客への依存度が高くなっています。当年度において、金融サー

ビス業向けの売上高は、連結売上高の７割弱を占める規模となっています。また、主要顧客である野村ホールディ

ングス㈱および㈱セブン＆アイ・ホールディングス（それぞれの子会社を含む。）向けの売上高の合計は、連結売

上高の４割弱を占める規模となっています。

  金融サービス業向け事業等で培った業務ノウハウ、大規模システム・先端システムの構築・運用ノウハウは、当

社グループの強みであり、これを他業種向けのサービスに活かし、新規顧客の開拓を積極的に進めていきます。ま

た、主要顧客に対しては、この強みをさらに研鑽することにより競合他社との差別化を図り、また戦略的な人員出

向をおこなうなど、顧客との関係をより強固なものとしていきます。

　しかしながら、特定業種における法制度の変更や事業環境の急変、主要顧客における経営状況の変化やＩＴ戦略

の抜本的見直しが、当社グループの業績に重大な影響を与える可能性があります。また、新規顧客の獲得が想定ど

おりに進まない可能性があります。

 

②情報サービス産業における技術革新について
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  情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれにともなう市場ニーズの変化に迅速に対応することが求

められています。

  このような環境認識のもと、当社グループは、情報技術に関する先端技術や基盤技術、生産・開発技術の調査・

研究に、社内横断的な体制で取り組むことで、技術革新への迅速な対応に努めています。

しかしながら、広範な領域において技術革新が急速に進展し、その対応が遅れた場合、当社グループの業績が影

響を受ける可能性があります。

 

③人材について

  当社グループは、社員個々人の高い専門性こそが、高付加価値サービスを顧客に提供するための土台であると考

えています。専門性を備えた人材を確保・育成し、十分に能力を発揮できる人事制度や労務環境を整備すること

が、当社グループが中長期的に成長するために必要であると考えています。

　当社グループは、人的資源を「人財」ととらえ、その確保・育成のための仕組み作りを進めています。人材確保に

ついては、インターンシップ制度などにより優れた専門性を有した人材の採用に努め、また、ワーク・ライフ・バ

ランスを重視し、働き方や価値観の多様化に対応した人事制度の構築や労務環境の整備に取り組んでいます。人材

育成については、各種資格の取得を支援する制度を設けているほか、教育研修の専用施設などで、多くの人材開発

講座を開催しています。また、当社グループ独自の社内認定資格を用意するなど社員の自己研鑽を促しています。

　このような取り組みにもかかわらず、顧客の高度な要請に的確に応えうる人材の確保・育成が想定どおり進まな

い場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。また、労務環境が悪化した場合、社員の心身の健康

が保てなくなり、労働生産性の低下や人材流出につながる可能性があります。

 

④ソフトウエア投資について

  当社グループは、製品販売、共同利用型サービスおよびアウトソーシングサービス等の事業展開を図るため、ソ

フトウエア投資をおこなっています。多くの場合、ソフトウエアは特定用途別に設計するため、転用しにくい性質

をもっており、投資にあたっては慎重な検討が求められます。

  当社グループは、事業計画の妥当性を十分に検討したうえでソフトウエアの開発に着手しています。また、開発

途中および完成後であっても、事業計画の進捗状況の定期的なチェックにより必要に応じて速やかに事業計画の

修正をおこなう社内体制を整えています。

しかしながら、投資の回収可能性は必ずしも保証されているわけではなく、資金回収ができずに損失を計上する

可能性があります。

 

⑤株式投資について

  当社グループは、将来の事業機会をにらみ、各事業会社に出資しているほか、事業上の関係強化を図るため、取引

先等に対して投資採算性などを考慮に入れつつ出資しています。当年度末の当社グループの株式投資残高は、総資

産の１割強を占めています。

　株式投資は、投資先の業績悪化や経営破綻などが発生した場合、会計上減損処理をおこなうことや、投資額を回収

できないことがあります。また、株式のうち時価のあるものは、経済環境や企業収益の動向等によって時価が変動

するため、当社グループの財政状態に影響を与えます。

 

(3）経営管理リスク

①品質について

当社グループは、顧客の経営目標の実現に向けた戦略を提示し、成果として結実させるための手段を提供する

「ナビゲーション＆ソリューション」を基本戦略とし、コンサルティングからシステム開発・運用に至る総合力を

もって付加価値の高いサービスを顧客に提供することを目指しており、顧客からも品質の高いサービスが求められ

ています。

 

イ．コンサルティングサービス

当社グループに蓄積されたノウハウ等の情報を幅広く共有するためのインフラを整備するなど、品質の高いサー

ビスを提供できる体制の確立に努めています。さらに、顧客満足度調査を実施し、結果を分析・フィードバックする

ことにより、今後のさらなる品質向上に努めています。

しかしながら、顧客の期待する高い品質のサービスを提供できない場合、その後の業務の受託に支障をきたす可

能性があります。

 

ロ．システム開発

情報システムの開発は、原則として請負契約であり、納期までに情報システムを完成させ納品するという完成責

任を負っていますが、顧客要請の高度化・複雑化や完成までの諸要件の変更などにより、作業工数が当初の見積り

以上に増加し、納期に遅延することがあります。また、引渡し後であっても性能改善をおこなうなど、契約完遂のた

め想定以上に作業が発生することがあります。特に複数年にわたる長期プロジェクトは、環境の変化や技術の変化
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に応じた諸要件の変更等が発生する可能性が高くなります。

こうした状況に対処するため、当社グループは、教育研修等を通じプロジェクトマネージャーの管理能力の向上

に努め、また、ＩＳＯ9001（※）に準拠した品質マネジメントシステムを整備するなど、受注前の見積り審査や受注

後のプロジェクト管理を適切におこなう体制を整えています。特に一定規模以上のプロジェクトは、システム開発

会議等、専用の審査体制を整え、プロジェクト計画から安定稼働まで進捗状況に応じたレビューの徹底を図ってい

ます

しかしながら、作業工数の増加や納品後の性能改善等による追加費用が発生した場合、最終的な採算が悪化する

可能性があります。また、納期遅延やシステム障害により顧客の業務に支障をきたした場合、損害賠償請求を受ける

可能性があるほか、当社グループの信頼を失う可能性があります。

※：ＩＳＯ9001は、ＩＳＯ（国際標準化機構）によって制定された品質マネジメントシステムの国際規格です。

 

ハ．運用サービス

当社グループが開発する情報システムは、顧客の業務の重要な基盤となることが多く、完成後の安定稼働が重要

であると考えています。

当社グループは、運用面での品質の向上に注力しており、ＩＳＯ9001に準拠した品質マネジメントシステムおよ

びＩＳＯ27001（※）に準拠した情報セキュリティマネジメントシステムにより、運用サービスの品質の維持およ

び向上に継続的に努めています。

しかしながら、運用上の作業手順が遵守されないなどの人的ミスや機器の故障等により、顧客と合意した水準で

の安定稼働が実現できなかった場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があるほか、当社グループの信頼

を失う可能性があります。

※：ＩＳＯ27001は、ＩＳＯ（国際標準化機構）によって制定された情報セキュリティマネジメントシステムの

国際規格です。

 

②協力会社について

当社グループは、生産能力の拡大や生産性の向上および外部企業の持つノウハウ活用等のため、外部企業に業務

委託していますが、これらの多くは請負契約のもとでおこなわれています。

 

イ．良好な取引関係について

当年度において、生産実績に対する外注実績の割合は５割強であり、当社グループが事業を円滑におこなうため

には、優良な協力会社の確保と良好な取引関係の維持が必要不可欠になります。

当社グループは、定期的に協力会社の審査を実施するほか、国内外を問わず協力会社の新規開拓をおこなうな

ど、優良な協力会社の安定的な確保に努めています。また、特に専門性の高い業務ノウハウ等を持つ協力会社であ

る「ｅパートナー契約」締結先企業とのプロジェクト・リスクの共有や、協力会社に対するセキュリティおよび

情報管理等の徹底の要請など、協力会社も含めた生産性向上および品質向上活動に努めています。

協力会社は、中国をはじめとする海外にも広がっており、中国企業への委託は外注実績の１割強を占めていま

す。このため、役職員が中国の協力会社を定期的に訪問し、プロジェクトの状況確認をおこなうなど、協力体制の強

化に努めています。

このような取り組みにもかかわらず、優良な協力会社の確保や良好な取引関係の維持が実現できない場合、事業

を円滑におこなうことができなくなる可能性があります。特に、海外の協力会社への委託については、日本とは異

なる政治的、経済的、社会的要因により、予期せぬ事態が発生する可能性があります。

 

ロ．請負業務について

請負契約のもとでおこなわれる業務委託にあたっては、いわゆる偽装請負問題への適正な対応が求められます。

当社グループは、請負業務に関するガイドラインを策定し全社的な問題意識の共有化を図り、また、協力会社を

対象とした説明会を開催するなど、適正な業務委託の徹底に努めています。

このような取り組みにもかかわらず、請負業務の趣旨から逸脱して業務が遂行された場合、当社グループの信頼

を失う可能性があります。

 

③知的財産権について

電子商取引に関連する事業モデルに対する特許など、情報システムやソフトウエアに関する知的財産権の重要

性が増しています。

このような環境認識のもと、当社グループは、情報システムの開発等にあたっては他者の特許を侵害する可能性

がないかを調査するとともに、教育研修等を通じて知的財産権に対する社員の意識向上に努めています。一方、知

的財産は重要な経営資源であり、積極的に特許を出願することによって当社グループの知的財産権の保護にも努

めています。

このような取り組みにもかかわらず、当社グループの製品やサービスが他者の知的財産権を侵害した場合、損害

賠償請求を受ける可能性があるほか、情報システムの使用差止請求を受けサービスを停止せざるを得なくなるな

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

 16/138



ど、業務遂行に支障をきたす可能性があります。また、他者により当社グループの知的財産権が侵害される可能性

があります。

 

④退職給付にかかる資産・負債について

当社グループは、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度を設けています。退職

給付にかかる負債は、退職給付債務と年金資産等の動向によって変動します。

退職給付債務については、従業員の動向、割引率など多くの仮定や見積りを用いた計算によって決定されてお

り、その見直しによって大きく変動することがあります。年金資産については、株式市場動向、金利動向などにより

変動しますが、なかでも、当社グループの年金資産のうち２割弱が退職給付信託の特定銘柄株式となっており、当

該株式の時価の変動により大きく影響を受けます。

また、年金制度を変更する場合には、退職給付にかかる負債等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）情報セキュリティリスク

インターネットの普及によって、あらゆる情報が瞬時に広まりやすい社会になっています。こうした技術の発展

により、利用者の裾野が広がり利便性が増す一方、セキュリティ管理が社会全般に厳しく問われるようになってい

ます。情報サービス産業は、顧客の機密情報を扱う機会が多く、一層慎重な対応が求められます。

当社グループは、全社横断的な管理体制を敷いてセキュリティ対策の徹底を図っています。入退館管理システム

の導入、パソコンのセキュリティ管理の徹底や個人情報保護に関する研修の実施等により、常に高度なセキュリ

ティレベルを維持するよう努めています。特に、顧客の基幹システムの運用をおこなうデータセンターでは、Ｘ線

検査装置による持込持出チェックなど、厳重な入退館管理システムを採用しています。

このような取り組みにもかかわらず、情報漏洩が発生した場合、業績が影響を受けるだけでなく、当社グループの

信頼を失う可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社グループ（当社および連結子会社）は、次の３つの領域において研究開発をおこなっています。

１．新規事業・新商品開発に向けた研究ならびに事業性調査、プロトタイプ開発、実証実験

２．情報技術に関する先端技術、基盤技術、生産・開発技術の研究

３．新しい社会システムに関する調査・研究

研究開発は、当社グループの技術開発を担う情報技術本部、および政策提言・先端的研究機能を担う研究創発セン

ターにおいて定常的に取り組んでいるほか、各事業部門においても、中長期的な視点に立った事業開発・新商品開発

に取り組んでおり、必要に応じ社内横断的な協業体制のもとで進めています。研究開発戦略を提起するとともに全社

的な視点から取り組むべき研究開発プロジェクトを選定する場として、研究開発会議を設置しており、立案から成果

活用に至るまでプロジェクトの審査をおこなっています。

当年度における研究開発費は4,104百万円であり、事業の種類別セグメントごとの具体的な研究開発活動は、次のと

おりです。

 

コンサルティングサービス

新しい社会システムに関する調査研究として、日本企業の新興国市場における事業展開に関し、現状の課題を分析

し、各国の経済予測を踏まえた上で、今後の戦略についての研究をおこないました。また、国内市場が成熟化するなか、

消費者の先端層（イノベーター）をいち早く捉え商品の普及を図るイノベーター・マーケティングの研究をおこな

いました。アジア関連の研究にも重点的に取り組み、中国における地震防災システム構築に関する調査研究や、中国、

インド、ベトナムなどの新興国の経済状況の調査研究をおこないました。

この結果、コンサルティングサービスにおける研究開発費は614百万円となりました。

 

ＩＴソリューションサービス

新規事業・新商品開発に向け、先端的なソリューションの研究開発に取り組みました。金融分野では、金融機関のリ

スク管理の研究、証券取引の大量高速処理を可能とするトレーディングシステムの研究、欧州における金融ＩＴマー

ケットの調査、米国証券会社のサービス動向調査などをおこないました。また、携帯電話サービス競争力強化のための

機能連携やその実現可能性検証のための研究開発、OpenID（※１）プロトコルに関する研究開発として標準化に向け

た取り組みや技術・製品評価の活動をおこないました。情報技術に関する研究としては、中期的な技術動向を展望す

るＩＴロードマップの作成や、クラウドコンピューティング（※２）の技術研究などに取り組みました。また、生産性

と品質の向上を図るため、システム開発アーキテクチャ（設計思想・基本設計）の共通化の研究、システムの定量分

析をおこなうためのアプリケーション分析基盤の研究、システム開発時のテスト工程の自動化に関する研究、これま

で蓄積してきたプロジェクト監理に関する数々のノウハウをプロトタイプに盛り込むなどのプロジェクトマネジメ

ントの高度化の研究をおこないました。

この結果、ＩＴソリューションサービスにおける研究開発費は3,489百万円となりました。

 

※１　OpenID：共通のユーザーＩＤを複数のウェブサービスで使えるようにする技術。

※２　クラウドコンピューティング：巨大なＩＴリソースを、インターネットを通じてサービスとして提供するコ

ンピュータの形態。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

本文中の将来に関する事項は、当年度末現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断したもので

す。

 

(1）重要な会計方針および見積り

当社グループの財務諸表等は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されていま

す。この財務諸表等の作成にあたっては、期末日における資産および負債、会計期間における収益および費用に影響を

与えるような仮定や見積りを必要とします。過去の経験および状況下において妥当と考えられた見積りであっても、

仮定あるいは条件の変化により、実際の結果と異なる可能性があります。当社グループの財務諸表等に大きな影響を

与える可能性がある重要な会計方針の適用における仮定や見積りには、主に次のようなものが考えられます。

 

①進行基準の採用について

当社グループは、リサーチ・コンサルティング、システム開発のプロジェクトにおける売上高の認識方法として、

原則として進行基準を採用しています。当社グループの進行基準は、プロジェクトごとに売上原価を発生基準で認

識し、これに対応する売上高を原価進捗率（プロジェクトごとの見積総原価に対する実際発生原価の割合）に応じ

て計上するものです。このため、顧客に対する対価の請求にかかわらず売上高を計上し、対応する債権を開発等未収

収益として計上しています。完成・引渡し時に一括して売上高を計上する完成基準と比べ、進行基準を採用するこ

とで期間損益計算の適正性を確保しやすくなると考えています。

進行基準の採用にあたっては、売上高を認識する基となるプロジェクトごとの原価が、受注時および毎月末にお

いて合理的に見積り可能であることが前提となります。当社グループでは、プロジェクト管理体制を整備し、受注時

の見積りと受注後の進捗管理を適切におこなうとともに、当初見積りに一定割合以上の変化があったプロジェクト

には速やかに見積総原価の修正を義務付けているため、売上高計上額には相応の精度を確保していると判断してい

ます。

 

②ソフトウエアの会計処理について

パッケージ製品の開発、共同利用型サービスおよびアウトソーシングサービスで使用する情報システムの開発に

おいて、発生した外注費や労務費等を費用処理せず、当社グループの投資としてソフトウエアおよびソフトウエア

仮勘定に資産計上することがあります。その場合、完成した情報システムを顧客に販売またはサービスを提供する

ことによって、中長期的に開発投資を回収しています。

その資金の回収形態に対応して、パッケージ製品は、原則３年とする残存有効期間に基づく均等配分額を下限と

して、見込販売数量もしくは見込販売収益に基づき償却しています。また、共同利用型サービスなどで使用する顧客

サービス提供目的の自社利用ソフトウエアについては、最長５年とする利用可能期間に基づく定額法により償却し

ています。これらの償却に加えて、事業環境が急変した場合などには、回収可能額を適切に見積り、損失を計上する

ことがあります。

なお、「第２ 事業の状況　４ 事業等のリスク　(2）経営戦略リスク　④ソフトウエア投資について」をあわせて

ご参照ください。

 

③退職給付会計について

退職給付会計では、多くの仮定や見積りを必要とし、従業員の動向、割引率および年金資産の期待運用収益率等の

基礎率をあらかじめ決定しておく必要があります。当社グループでは、基礎率の算定にあたっては、合理的かつ保守

的と考えられる見積りを使用しています。重要な基礎率の一つである割引率については、安全性の高い長期の債券

の利回りを基に毎年見直しており、当年度においては前年度と同じ2.1％を使用しています。

年金資産の期待運用収益と実際の運用成果との差異など見積数値と実績数値との乖離、ならびに割引率等の見積

数値の変更によって、数理計算上の差異が発生します。過去５年間における当社グループの数理計算上の差異の発

生額（△は有利差異）は、平成17年３月期4,037百万円、平成18年３月期△9,344百万円、平成19年３月期4,789百万

円、平成20年３月期7,940百万円、平成21年３月期5,764百万円です。数理計算上の差異は、発生時における従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）で定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌年度から処理しており、

当年度末の未認識数理計算上の差異残高は、7,020百万円となっています。

なお、「第２ 事業の状況　４ 事業等のリスク　(3）経営管理リスク　④退職給付にかかる資産・負債について」

をあわせてご参照ください。また、年金資産等の詳細については、「第５経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結

財務諸表　注記事項（退職給付関係）」をご参照ください。
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④繰延税金資産について

当社グループは、将来の課税所得を合理的に見積もり、回収可能性を判断したうえで繰延税金資産を計上してい

ます。将来の課税所得は過去の業績等に基づいて見積もっているため、経営環境の変化等により課税所得の見積り

が大きく変動した場合等には、繰延税金資産の計上額が変動する可能性があります。

なお、繰延税金資産の詳細については「第５ 経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（税

効果会計関係）」および「第５ 経理の状況　２　財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項（税効果会計関係）」をご参

照ください。

 

(2）当年度の経営成績の分析

　前年度との比較は次のようになります。 

    要約連結損益計算書

 区分
平成20年３月期平成21年３月期 前年度比

金額
（百万円）

金額
（百万円）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

売上高 342,289 341,279 △1,009△0.3
　売上原価 238,537 240,8542,3171.0
売上総利益 103,751 100,425△3,326△3.2
（売上総利益率） 30.3％ 29.4％ △0.9P －
　販売費及び一般管理費 51,087 50,711△375△0.7
営業利益 52,664 49,713△2,951△5.6
（営業利益率） 15.4％ 14.6％ △0.8P －
　営業外収益 3,031 2,302 △728△24.0
　営業外費用 178 284 106 60.1
経常利益 55,517 51,731△3,786△6.8

　特別利益 2,655 625 △2,029△76.4
　特別損失 10,185 8,175△2,010△19.7
税金等調整前当期純利益 47,987 44,181△3,806△7.9

　　法人税等 19,829 19,668△161△0.8
当期純利益 28,157 24,513△3,644△12.9

①売上高

売上高については、341,279百万円（前年度比0.3％減）となりました。

コンサルティングサービスは、景気の急激な悪化を受け経営コンサルティング案件は減少しましたが、金融サー

ビス業向けを中心にシステムコンサルティング案件が増加し、32,866百万円（同8.4％増）となりました。

ＩＴソリューションサービスは、品目別でみると、開発・製品販売は、保険業向けで増加する一方、証券業向けが

落ち込み、144,249百万円（同3.9％減）となりました。運用サービスは、前年度後半に獲得した新規顧客の影響もあ

り金融サービス業向け共同利用型サービスが増加したこと、流通業向けシステム運用が堅調であったことから、

148,985百万円（同5.8％増）となりました。商品販売は、機器導入をともなうシステム開発が減少し、15,178百万円

（同27.4％減）となりました。この結果、ＩＴソリューションサービス全体では308,413百万円（同1.1％減）とな

りました。

 

②売上原価、販売費及び一般管理費ならびに営業利益

売上原価は240,854百万円（前年度比1.0％増）となり、売上原価率は前年度の69.7％から70.6％に増加しまし

た。これは、商品販売減にともなう機器仕入の減少がありましたが、前年度後半に集中したデータセンター関連投資

にともなう減価償却費の増加、共同利用型サービスのリリースにともなう外部委託費やソフトウエア償却高の増加

があったためです。

販売費及び一般管理費は50,711百万円（同0.7％減）となりました。これは、従業員増により人件費が増加した一

方、経費の削減を進めたことにより事務委託費や器具備品費が減少したためです。

以上の結果、営業利益は49,713百万円（同5.6％減）となり、売上高営業利益率は前年度の15.4％から14.6％に低

下しました。

 

③営業外損益および経常利益

営業外収益は2,302百万円（前年度比24.0％減）、営業外費用は284百万円（同60.1％増）となり、営業外損益は

2,017百万円（同29.3％減）となりました。運用資金の減少などにより受取利息が減少したほか、減配や保有株式の

売却により受取配当金が減少しました。また、投資事業有限責任組合の運用状況の悪化により、投資事業組合運用損

益が減少しました。

以上の結果、経常利益は51,731百万円（同6.8％減）となりました。

 

④特別損益、法人税等および当期純利益
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㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ株式の売却などにより特別利益は625百万円（前年度比76.4％減）、株

式やソフトウエアの評価損などにより特別損失は8,175百万円（同19.7％減）となり、特別損益は△7,549百万円

（同0.3％増）となりました。

法人税等は、税効果会計適用後の法人税等の負担率が44.5％となり、19,668百万円（同0.8％減）となりました。

法人税等の負担率が法定実効税率より高かったのは、将来の解消見込みが不明のため一時差異として認識しない株

式評価損などの影響によるものです。

以上の結果、当期純利益は、24,513百万円（同12.9％減）となりました。

 

(3）当年度末の財政状態の分析

前年度末との比較は次のとおりです。キャッシュ・フローの概要については、「第２ 事業の状況　１　業績等の概要

　(2）キャッシュ・フロー」などをご参照ください。

要約連結貸借対照表

 

区分

平成20年

３月期末

平成21年

３月期末

前年度末

比
 

区分

平成20年

３月期末

平成21年

３月期末

前年度末

比

金額

(百万円)

金額

(百万円)

増減額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

増減額

(百万円)

資産の部    負債の部    

流動資産  190,910 122,572△68,338流動負債 74,779 70,026△4,752

　現金及び預金  17,709 20,3072,598　買掛金 33,43028,961△4,469

　売掛金  61,164 56,408 △4,756リース債務 －  　   655 655

　開発等未収収益  18,258 21,2452,987未払金 6,891    4,812△2,079

　有価証券  84,987 13,999△70,987未払費用 5,0574,466△591

　（現金同等物） 65,01713,999△51,017　その他 29,39831,1301,731

（３ヶ月超債券等） 19,970 － △19,970固定負債 80,30578,994△1,310

その他 8,79010,6101,820新株予約権付社債 49,99749,997 －

固定資産  171,537 231,91560,378リース債務 － 414 414

　有形固定資産  58,253 58,274 21 長期未払金  4,512 2,938△1,574

　無形固定資産  30,257 74,88644,628繰延税金負債 4  2 △2

　投資その他の資産  83,026 98,75415,728退職給付引当金 25,790 25,642△148

　　投資有価証券・関係

会社株式
48,70857,6678,959負債合計 155,084149,020△6,063

　　（株式） 44,72337,212△7,511純資産の部    

　　（その他） 3,984 20,455 16,470株主資本 198,103 200,8822,779

差入保証金・長期貸

付金
18,48518,447△38

資本金・資本剰余

金
33,48433,574 90

その他 15,83222,6396,807 利益剰余金 225,780 240,06114,280

   自己株式 △61,161 △72,753△11,592

   評価・換算差額等 8,652 3,692△4,959

    
その他有価証券評

価差額金
9,649 5,850△3,798

    為替換算調整勘定 △997 △2,158△1,161

    　新株予約権 608  892 284

    純資産合計 207,363 205,466△1,896

資産合計 362,447354,487△7,960負債純資産合計 362,447 354,487△7,960

①概要

当年度末の財政状態は、流動資産122,572百万円（前年度末比35.8％減）、固定資産231,915百万円（同35.2％

増）、流動負債70,026百万円（同6.4％減）、固定負債78,994百万円（同1.6％減）、純資産205,466百万円（同0.9％

減）となり、総資産は354,487百万円（同2.2％減）となりました。

　主な増減内容は、以下のとおりです。

開発等未収収益が増加しましたが、売掛金が減少したため、売上債権は減少しました。仕入債務や前年度の設備投

資にかかる未払金が減少しました。

アウトソーシングサービス提供のためのＩＴ資産の取得や共同利用型システムの開発により、無形固定資産が増

加しました。また、資本効率の向上等のため、自己株式を取得しました。これらの取得資金に充当したことなどによ

り有価証券（主に現金同等物）が減少しました。

保有株式の時価下落によりその他有価証券評価差額金が減少し、また、円高の進行により為替換算調整勘定が減
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少しました。投資有価証券は、時価下落による影響がありましたが、資金運用目的の債券投資増により増加しまし

た。

 

②有価証券について

有価証券の合計額は、71,667百万円（前年度末比46.4％減）であり、総資産に占める割合は20.2％となっていま

す。内訳は、流動資産の有価証券、固定資産の投資有価証券および関係会社株式です。

 

イ．流動資産の有価証券

　設備投資や自己株式の取得に充当したことなどから主に現金同等物の有価証券が減少し、流動資産の有価証券

は13,999百万円（前年度末比83.5％減）となりました。内訳は、公社債投資信託12,000百万円および国債1,999百

万円であり、すべて現金同等物です。

 

ロ．固定資産の投資有価証券・関係会社株式

　保有上場株式の時価の下落がありましたが、資金運用目的の債券投資増などにより、投資有価証券・関係会社株

式は57,667百万円（前年度末比18.4％増）となりました。内訳は、時価のある株式20,851百万円、時価のない株式

16,360百万円、債券19,818百万円および投資事業有限責任組合の持分636百万円です。なお、「第２ 事業の状況　

４ 事業等のリスク　(2）経営戦略リスク　⑤株式投資について」をあわせてご参照ください。

 

　保有有価証券の詳細については、「第５ 経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（有価証券

関係）」および「第５ 経理の状況　２　財務諸表等　(1）財務諸表　④附属明細表 有価証券明細表」をご参照くだ

さい。

 

③ソフトウエアについて

無形固定資産の大半は、ソフトウエアとソフトウエア仮勘定です。ソフトウエアとソフトウエア仮勘定の合計額

は、前年度末29,643百万円、当年度末74,330百万円であり、総資産に占める割合は、それぞれ8.2％、21.0％となって

います。当年度のソフトウエア投資額は、アウトソーシングサービス提供のためのソフトウエアの取得、金融サービ

ス業向けの共同利用型システムの開発などにより、57,692百万円（前年比228.9％増）となりました。なお、「第２ 

事業の状況　４ 事業等のリスク　(2）経営戦略リスク　④ソフトウエア投資について」をあわせてご参照ください。
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第３【設備の状況】
 

１【設備投資等の概要】

当社グループ（当社および連結子会社）の当年度の設備投資額は70,083百万円となりました。その主な内容は、ＩＴ

ソリューションサービスにおける、アウトソーシングサービス提供のためのＩＴ資産の取得、高付加価値サービス拡充

のための共同利用型システムの開発およびデータセンター関連の設備投資です。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、次のとおりです。

(1)提出会社

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

建物

及び

構築物

機械及び

装置

工具、

器具及び

備品

土　地 リース

資産

ソフト

ウエア
合計 従業員数

面積 金額

(百万円)(百万円)(百万円)（㎡） (百万円)(百万円)(百万円)(百万円) (人)
丸の内総合センター

(東京都千代田区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
1,083 29 516 － － 2 8,0289,660

1,491 

[337]

木場総合センター

(東京都江東区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
1,655 84 901 － － 0 45,38648,027

1,442 

[448]

横浜総合センター

(横浜市保土ケ谷区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
928 52 1,888 － － 0 3,8816,752

1,488 

[393]

大阪総合センター

(大阪市北区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
38 1 29 － － 0 1 70

49 

[1]

日吉データセンター

(横浜市港北区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
4,2771,627 24214,1124,952 － 1 11,100

61 

[86]

横浜第一データセン

ター

(横浜市保土ケ谷区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
5,9114,8891,998

(6,748)

－
－ 59 16 12,874

50 

[170]

横浜第二データセン

ター

(横浜市都筑区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
10,069876 501 4,6022,312 1 － 13,762

6 

[3]

大阪データセンター

(大阪市住之江区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
4,1661,354 29213,2002,221 1 1 8,037

24 

[23]

横浜ラーニングセン

ター

(横浜市保土ケ谷区)

全社（共通） 247 0 139 － － － 47 434
27 

[7]

（注）１．金額は平成21年3月31日現在の帳簿価額です。

　　　２．土地および建物の一部には賃借しているもの（国内子会社への転貸分を含む。）があり、年間賃借料は9,207百万

円です。なお、賃借している土地の面積については（ ）内に記載しています。

３．従業員数の[　]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。

４．「事業の種類別セグメントの名称」欄には、事業所ごとの主なセグメント名称を記載しています。

５．「事業所名」欄には、地域ごとの代表的な事業所名を記載しており、近隣のそのほかの事業所を含めて記載し

ています。
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  (2)国内子会社および在外子会社

会社名・事業所名

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの名

称

建物
及び
構築物

機械及び
装置

工具、
器具及び
備品

土　地 リース
資産

ソフト
ウエア

合　計 従業員数
面積 金額

(百万円)(百万円)(百万円)（㎡） (百万円)(百万円)(百万円)(百万円) (人)

《国内子会社》
エヌ・アール・アイ・

ネットワークコミュニ

ケーションズ㈱本社他

(大阪市北区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
69 － 333 － － － 168 571

221
[84] 

エヌ・アール・アイ・セ

キュアテクノロジーズ㈱

本社他

(東京都千代田区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
20 － 629 － － 62 205 918

126
[32]

ＮＲＩワークプレイス

サービス㈱本社他/寮

(横浜市保土ケ谷区)

全社（共通） 705 － 16 7,3851,805 － 5 2,533
105
[44]

㈱インステクノ　本社他

(東京都江東区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
0 － 3 － － － 1 4

63
[－]

エヌ・アール・アイ・

データ・アイテック㈱本

社他

(東京都千代田区)

ＩＴソリューショ

ンサービス
21 － 25 － － － 41 87

129
[33]

《在外子会社》
Nomura Research 

Institute Hong 

Kong Limited

(中華人民共和国 香

港)

ＩＴソリューショ

ンサービス
－ － 12 － － － 24 36

149
[29]

（注）１．金額は平成21年３月31日現在の帳簿価額です。

２．土地および建物の一部を賃借しており、年間賃借料は103百万円（提出会社からの賃借分を除く。）です。

３．従業員数の[　]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。

４．ＮＲＩワークプレイスサービス㈱の土地の内訳は下記のとおりです。

区分 名称 所在地 面積（㎡）

寮
日吉寮 横浜市港北区 5,621

東寺尾寮 横浜市鶴見区 1,764

５．平成21年４月に、㈱インステクノは子会社ではなくなりました。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループ（当社および連結子会社）の当年度末における翌１年間の設備投資予定金額は35,000百万円であり、

事業の種類別セグメントごとの内訳は次のとおりです。そのほか、経常的な設備の更新のための除却および売却を除

き、重要な設備の除却および売却の計画はありません。

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

投資予定金額

（百万円）
主な内容・目的

コンサルティング

サービス 
ハードウエア 100パソコン等 

ＩＴソリューショ

ンサービス 

ソフトウエア 16,000
顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエアおよび販

売目的ソフトウエアの開発等 

ハードウエア 13,700
システム開発用機器、コンピュータシステムおよびネッ

トワークの運用サービス提供用機器等 

全社（共通） オフィス設備等 5,200不動産設備の取得およびパソコン等 

合計 35,000 －

（注）１．金額は消費税等を含んでいません。

２．投資予定金額については、自己資金を充当する予定です。

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

 24/138



第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 750,000,000

計 750,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）

（平成21年６月24日）

上場金融商品取引所名又

は登録認可金融商品取引

業協会名

内容

普通株式 225,000,000 225,000,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計 225,000,000 225,000,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

イ．新株予約権

①第３回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 78 78

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 39,000 39,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,284 １株当たり2,284

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成21年６月30日

自　平成18年７月１日

至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額

（円）

発行価格　　　2,284

資本組入額　　1,142

発行価格　　　2,284

資本組入額　　1,142

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もし

くは当社国内子会社の取締役、執

行役員またはこれらに準じる地位

にあることを要する。ただし、死

亡、任期満了その他正当な理由が

あると認められる場合には、新株

予約権者またはその相続人は一定

期間に限り権利を行使することが

できる。

②当社普通株式の東京証券取引所

における普通取引の終値が、権利

行使請求日の直前５連続取引日に

おいて、１株当たり2,600円以上で

あることを要する。

③その他の権利行使の条件につい

ては、取締役会において定めると

ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他

の処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※ ※ 

（注）※：当社が株式交換または株式移転をおこなう場合、完全親会社に新株予約権にかかる義務を承継させることがで

きる。完全親会社に承継される新株予約権の内容の決定方針は次のとおりとする。

①新株予約権の目的たる完全親会社の株式の種類

完全親会社の普通株式とする。

②新株予約権の目的たる完全親会社の株式の数

株式交換または株式移転の比率に応じて調整した数とする。

③新株予約権の行使時の払込金額

株式交換または株式移転の比率に応じて調整した額とする。

④新株予約権を行使することができる期間、その他の行使の条件、消却事由および消却条件ならびに譲渡制限

  承継前の新株予約権の当該事項の内容と同等のものとする。ただし、合理的な理由がある場合、取締役会決議

に基づきこれを変更することができる。
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②第４回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 449 449

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 224,500 224,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,319 １株当たり2,319

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日

至　平成22年６月30日

自　平成19年７月１日

至　平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格および資本組入額

（円）

発行価格　　　2,319

資本組入額　　1,160

発行価格　　　2,319

資本組入額　　1,160

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もし

くは当社国内子会社の取締役、執

行役員またはこれらに準じる地位

にあることを要する。ただし、死

亡、任期満了その他行使が許容さ

れる場合として取締役会が認めた

場合には、新株予約権者またはそ

の相続人は一定期間に限り権利を

行使することができる。

②当社普通株式の東京証券取引所

における普通取引の終値が、権利

行使期間内の５連続取引日におい

て、１株当たり2,600円以上となる

までは行使することができない。

③その他の権利行使の条件につい

ては、取締役会において定めると

ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他

の処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
※ ※ 

（注）※：当社が株式交換または株式移転をおこなう場合、完全親会社に新株予約権にかかる義務を承継させることがで

きる。完全親会社に承継される新株予約権の内容の決定方針は次のとおりとする。

①新株予約権の目的たる完全親会社の株式の種類

完全親会社の普通株式とする。

②新株予約権の目的たる完全親会社の株式の数

  株式交換または株式移転の比率に応じて調整した数とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数はこ

れを切り捨てる。

③新株予約権の行使時の払込金額

  株式交換または株式移転の比率に応じて調整した額とする。ただし、調整により生じる１円未満の端数はこ

れを切り上げる。

④新株予約権を行使することができる期間

  承継前の新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と株式交換の日または株式移転

の日のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑤新株予約権のその他の行使の条件ならびに消却事由および消却条件

  承継前の新株予約権の当該事項に準じて決定する。ただし、合理的な理由がある場合には取締役会決議に基

づきこれを変更、削除、または追加をすることができる。

⑥新株予約権の譲渡制限

  新株予約権を譲渡するには、完全親会社の取締役会の承認を要する。
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③第６回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 800 800

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
15 15

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400,000 400,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり3,282 １株当たり3,282

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月１日

至　平成25年６月30日

自　平成21年７月１日

至　平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額

（円）

発行価格　　　4,147

資本組入額　　2,074

発行価格　　　4,147

資本組入額　　2,074

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もし

くは当社子会社の取締役、執行役

員またはこれらに準じる地位に

ある限り、または地位喪失後一定

期間に限り、新株予約権者もしく

はその相続人は権利を行使する

ことができる。

②割当日以降に、当社普通株式の

東京証券取引所における普通取

引の終値が、５連続取引日におい

て、１株当たり3,700円以上とな

るまでは権利を行使することが

できない。

③その他の権利行使の条件につ

いては、取締役会において定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他

の処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※ ※ 

（注）　１．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評

価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

２．※：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、

合併により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部もし

くは一部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株

式の全部を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会

社」という）の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予
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        約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株

式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、残存新株予約権の行使時の１株

当たりの払込金額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的である再編対象会社の株

式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生日

のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件および取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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④第８回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 4,225 4,225

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
75 75

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 422,500 422,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり3,680 １株当たり3,680

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月１日

至　平成26年６月30日

自　平成22年７月１日

至　平成26年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額

（円）

発行価格     　4,710

資本組入額     2,355

発行価格 　 　4,710

資本組入額　　2,355

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もし

くは当社子会社の取締役、執行役

員またはこれらに準じる地位に

ある限り、または地位喪失後一定

期間に限り、新株予約権者もしく

はその相続人は権利を行使する

ことができる。

②割当日以降に、東京証券取引所

における当社普通株式の普通取

引の終値が、５連続取引日におい

て、１株当たり4,100円以上とな

るまでは、権利を行使することが

できない。

③その他の権利行使の条件につ

いては、取締役会において定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他

の処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※ ※ 

（注）　１．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評

価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

２．※：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、

合併により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部もし

くは一部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株

式の全部を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会

社」という）の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予
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        約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株

式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の

うえ残存新株予約権の行使価額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的である再編

対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生日

のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

  残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑤第９回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 265 90

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
25 25

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 26,500 9,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１ １株当たり１

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月１日

至　平成21年６月30日

自　平成20年７月１日

至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額

（円）

発行価格　　　3,620

資本組入額　　1,810

発行価格　 　 3,620

資本組入額　　1,810

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もし

くは当社子会社の取締役、執行役

員またはこれらに準じる地位に

ある限り、または地位喪失後一定

期間に限り、新株予約権者もしく

はその相続人は権利を行使する

ことができる。

②その他の権利行使の条件につ

いては、取締役会において定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他

の処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※ ※ 

（注）  １．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評

価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

２．※：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、

合併により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部もし

くは一部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株

式の全部を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会

社」という）の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転

計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使時の１株当たりの払込金額

を１円とし、これに③に定める新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とす

る。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生日

のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事
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項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑥第10回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 4,175 4,175

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 417,500 417,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,650 １株当たり2,650

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月１日

至　平成27年６月30日

自　平成23年７月１日

至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　 3,281

資本組入額　　1,641

発行価格　 　 3,281

資本組入額　　1,641

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もしく

は当社子会社の取締役、執行役員

またはこれらに準じる地位にある

限り、または地位喪失後一定期間

に限り、新株予約権者もしくはそ

の相続人は権利を行使することが

できる。

②割当日以降に、東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の

終値が、５連続取引日（終値のな

い日を除く）において、１株当た

り3,000円以上となるまでは、権利

を行使することができない。

③その他の権利行使の条件について

は、取締役会において定めるとこ

ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他の

処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
※ ※ 

（注）１．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

２．※：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併

により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一

部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部

を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という）

の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案

のうえ残存新株予約権の行使価額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的である
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再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生日

のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

  項

  残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑦第11回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 955 955

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 95,500 95,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１ １株当たり１

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月１日

至　平成22年６月30日

自　平成21年７月１日

至　平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　 2,573

資本組入額 　 1,287

発行価格　 　 2,573

資本組入額 　 1,287

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もしく

は当社子会社の取締役、執行役員

またはこれらに準じる地位にある

限り、または地位喪失後一定期間

に限り、新株予約権者もしくはそ

の相続人は権利を行使することが

できる。

②その他の権利行使の条件について

は、取締役会において定めるとこ

ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入その他の

処分をすることはできない。
同左

代用払込みに関する事項 　　－ 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
※ ※ 

（注）１．「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しています。

２．※：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併

により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一

部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部

を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という）

の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使時の１株当たりの払込金

額を１円とし、これに③に定める新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額と

する。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生日

のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事
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　項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。  
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ロ. 新株予約権付社債

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 49,997 49,997

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） ※１ ※１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり1,000,000 １個当たり1,000,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年１月４日

至　平成26年３月28日

自　平成19年１月４日

至　平成26年３月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額

（円）

※２ ※２ 

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部については、

行使請求することができない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権または社債の一方のみ

を譲渡することはできない。
同左

代用払込みに関する事項

各新株予約権の行使に際しては、当

該各新株予約権にかかる社債を出

資するものとし、当該社債の価額

は、その払込金額(金100万円)と同

額とする。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※３ ※３ 

新株予約権付社債の残高（百万円） 49,997 49,997

（注）１．※１：新株予約権の行使請求により当社が交付する株式の数は、行使請求にかかる社債の金額の合計額を、転

換価額4,224円で除した数（以下「交付株式数」という）とする。この場合に１株未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨てる。

２．※２：発行価格は、新株予約権の行使請求にかかる社債の金額の合計額を、交付株式数で除した金額とする。

資本組入額は、会社計算規則第17条第１項にしたがい算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金

額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

３．※３：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合（ただし、普通株式が当社の株主に交付される

場合に限る）は、新株予約権付社債の繰上償還をおこなう場合を除き、組織再編行為の効力発生日の直

前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存

続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権

利義務の全部もしくは一部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株

式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称

して「再編対象会社」という）の新株予約権（以下「承継新株予約権」という）を以下の条件にて交

付する。この場合において、組織再編行為の効力発生日において、残存新株予約権は消滅し、新株予約権

付社債についての社債にかかる債務は再編対象会社に承継され、残存新株予約権の新株予約権者は承

継新株予約権の新株予約権者となるものとし、新株予約権付社債の社債要項の新株予
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          約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。ただし、吸収分割または新設分割をおこなう場

合は、再編対象会社が残存新株予約権の新株予約権者に対して承継新株予約権を交付し、再編対象会社

が新株予約権付社債についての社債にかかる債務を承継する旨を吸収分割契約または新設分割計画に

おいて定めた場合に限る。

①承継新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②承継新株予約権の目的である株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③承継新株予約権の目的である株式の数の算定方法

行使請求にかかる承継された社債の金額の合計額を④に定める転換価額で除した数とする。この場

合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てる。

④承継新株予約権の転換価額

承継新株予約権の転換価額は、組織再編行為の効力発生日の直前に残存新株予約権を行使した場合

に新株予約権者が得られるのと同等の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株

予約権を行使したときに受領できるように定める。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承

継新株予約権の転換価額は、残存新株予約権の定めに準じた調整をおこなう。

⑤承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額

各承継新株予約権の行使に際しては、承継された各社債を出資するものとし、当該各社債の価額は、

各新株予約権付社債の払込金額と同額とする。

⑥承継新株予約権を行使することができる期間

組織再編行為の効力発生日から残存新株予約権の当該期間の満了日までとする。

⑦承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

残存新株予約権の定めと同じとする。

⑧その他の承継新株予約権の行使の条件

各承継新株予約権の一部については、行使請求することができない。

⑨承継新株予約権の取得事由

取得事由は定めない。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

（千株）

発行済株式

総数残高

（千株）

資本金

増減額

（百万円）

資本金

残高

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

平成19年４月１日※ 180,000225,000 － 18,600 － 14,800

（注）※：株式分割（１：５）により、発行済株式総数が増加しています。 

 

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満

株式の状

況（株）

政府及び

地方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他

の法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

（人）
1 107 32 183 327 12 17,54718,209 －

所有株式数

（単元）
5 247,84732,562937,501535,793136496,0752,249,9198,100

所有株式数

の割合

（％）

0.00 11.02 1.45 41.6723.81 0.01 22.05100.00 －

（注）１．「個人その他」および「単元未満株式の状況」には、自己株式がそれぞれ304,734単元および95株含まれてい

ます。

２．「その他の法人」には、㈱証券保管振替機構名義の株式が23単元含まれています。
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

野村アセットマネジメント㈱ 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 43,387 19.28

野村ファシリティーズ㈱ 東京都中央区日本橋本町一丁目７番２号 18,600 8.27

㈱ジャフコ 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 15,040 6.68

野村ホールディングス㈱ 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 13,000 5.78

シービーニューヨーク　オービス　エス

アイシーアーヴィー

（常任代理人　シティバンク銀行㈱）

31,Z.A.BOURMICHT,L-8070 BERTRANGE,

LUXEMBOURG

（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

10,076 4.48

シービーニューヨーク　オービス　ファ

ンズ

（常任代理人　シティバンク銀行㈱）

LPG BUILDING 34 BERMUDIANA ROAD

HAMILTON HM 11 BERMUDA

（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

8,793 3.91

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,890 2.62

ＮＲＩグループ社員持株会 東京都千代田区丸の内一丁目６番５号 5,794 2.58

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口４Ｇ）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,530 2.46

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信

託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,970 1.76

計 － 130,082 57.81

（注）１．自己株式（所有株式数30,473千株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合13.54％）は、上記大株主の

状況には含めていません。

２．ＪＰモルガン・アセット・マネジメント㈱およびその共同保有者であるジェー・ピー・モルガン・アセッ

ト・マネジメント（ユーケー）リミテッドから平成20年８月６日付の大量保有報告書の写しの送付があり、

平成20年７月31日現在で次のとおり株式等を保有している旨の報告を受けていますが、当社として期末時点

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

 

氏名又は名称 住所

保有株券等
の数

（千株）

株券等保有割
合（％）

ＪＰモルガン・アセット・マネジメン

ト㈱

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　東京ビ

ルディング
11,065 4.92

ジェー・ピー・モルガン・アセット・

マネジメント（ユーケー）リミテッド

英国 EC2Y 5AJ ロンドン、ロンドン・ウォー

ル 125
833　 0.37

計 － 11,899 5.27

 ※ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケー）リミテッド保有分には、保有潜在株式814千株が含

まれています。
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３．オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッドおよびその共同保有

者であるオービス・インベストメント・マネジメント・リミテッドから平成21年２月４日付の大量保有報

告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成21年１月30日現在で次のとおり株式を保有している旨の報告

を受けていますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めていません。

氏名又は名称 住所

保有株券等
の数

（千株）

株券等保有割
合（％）

オービス・インベストメント・マネジ

メント・（ビー・ヴィー・アイ）・リ

ミテッド

 バミューダ HM11 ハミルトン、

バミューディアナ・ロード 34
7,290 3.24

オービス・インベストメント・マネジ

メント・リミテッド

 バミューダ HM11 ハミルトン、

バミューディアナ・ロード 34
11,383　 5.06

計 － 18,673 8.30

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 

普通株式　 30,473,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　194,518,500 1,945,185 －

単元未満株式 普通株式　      8,100 － －

発行済株式総数 225,000,000 － －

総株主の議決権 － 1,945,185 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」には、㈱証券保管振替機構名義の株式2,300株が含まれています。ま

た、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数23個が含まれています。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

（自己保有株式） 

㈱野村総合研究所

東京都千代田区丸の内

一丁目６番５号
30,473,400－ 30,473,400 13.54

計 － 30,473,400－ 30,473,400 13.54
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（８）【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しています。

①第３回新株予約権

決議年月日 平成16年６月23日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役、執行役員および従業員（役員待遇）（５人）

当社子会社の取締役（２人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．①」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．①」に記載しています。

（注）付与対象者の区分は付与時の属性で記載しており、また、人数は提出日の前月末現在のものを記載しています

（以下⑦まで同じ）。

 

②第４回新株予約権

決議年月日 平成17年６月23日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役および執行役員（19人）

当社子会社の取締役（６人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．②」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．②」に記載しています。

③第６回新株予約権
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決議年月日 平成18年８月25日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役および執行役員（36人）

当社子会社の取締役（５人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．③」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 392,500株（自己新株予約権の目的となる株式の数を除いています。）

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況 イ．③」に記載しています。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．③」に記載しています。

④第８回新株予約権

決議年月日 平成19年６月22日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役、執行役員および従業員（役員待遇）（37人）

 当社子会社の取締役（５人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．④」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 415,000株（自己新株予約権の目的となる株式の数を除いています。）

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況 イ．④」に記載しています。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．④」に記載しています。

⑤第９回新株予約権

決議年月日 平成19年６月22日

付与対象者の区分および人数 当社の取締役、執行役員および従業員（役員待遇）（４人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．⑤」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 6,500株（自己新株予約権の目的となる株式の数を除いています。）

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況 イ．⑤」に記載しています。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．⑤」に記載しています。

⑥第10回新株予約権
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決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役および執行役員（36人）  

当社子会社の取締役（６人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．⑥」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．⑥」に記載しています。

 

⑦第11回新株予約権

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役、執行役員および従業員（役員待遇）（39人）

当社子会社の取締役（６人）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況 イ．⑦」に記載しています。

新株予約権の目的となる株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
「(2)新株予約権等の状況 イ．⑦」に記載しています。

 

⑧第12回新株予約権

決議年月日 平成21年6月23日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役および執行役員（39人）

当社子会社の取締役（７人）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数 440,000株

新株予約権の行使時の払込金額 ※１

新株予約権の行使期間
自　平成24年７月１日

至　平成28年６月30日

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または

これらに準じる地位にある限り、または地位喪失後一定期間に限り、新株予

約権者もしくはその相続人は権利を行使することができる。

②割当日以降に、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、５連続取引日（終値のない日を除く）においてその時点における行使価

額に1.1を乗じた額（100円未満は切り上げ）以上となるまでは、権利を行使

することができない。

③その他の権利行使の条件については、取締役会において定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※２

（注）１．新株予約権の割当日は平成21年７月15日であり、付与対象者の人数および新株予約権の目的となる株式の

数は割当予定数を記載しています。
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２．※１：新株予約権の行使時の１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）は、割当日の属する月の

前月の各日（終値のない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平

均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）または割当日の終値（終値がない場合は、

それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額とする。

３．※２：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する

株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義

務の全部もしくは一部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式

会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称

して「再編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案

のうえ残存新株予約権の行使価額に準じて決定された金額に、③に定める新株予約権の目的であ

る再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生

日のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する

事項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

残存新株予約権の定めと同じとする。
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⑨第13回新株予約権

決議年月日 平成21年６月23日

付与対象者の区分および人数
当社の取締役、執行役員および従業員（役員待遇）（42人）

当社子会社の取締役（７人）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 102,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月１日

至　平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または

これらに準じる地位にある限り、または地位喪失後一定期間に限り、新株予

約権者もしくはその相続人は権利を行使することができる。

②その他の権利行使の条件については、取締役会において定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※

（注）１．新株予約権の割当日は平成21年７月15日であり、付与対象者の人数および新株予約権の目的となる株式の

数は割当予定数を記載しています。

２．※：当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以下総称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株

式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の

全部もしくは一部を承継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の

発行済株式の全部を取得する株式会社、または株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再

編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件にて交付する。この場合において、残存新株予約権は

消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま

たは株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、残存新株予約権の定めに準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使時の１株当たりの払込金額

を１円とし、これに③に定める新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とす

る。

⑤新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の当該期間（以下「権利行使期間」という）の開始日と組織再編行為の効力発生日

のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

残存新株予約権の定めに準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

残存新株予約権の定めに準じて決定する。
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⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

　残存新株予約権の定めと同じとする。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号および会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）
取締役会（平成20年5月13日）での決議状況
（取得期間 平成20年5月14日～平成20年6月13日）

7,000,000 15,000

当事業年度前における取得自己株式 － －
当事業年度における取得自己株式 4,645,700 11,869
残存決議株式の総数および価額の総額 2,354,300 3,130
当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 33.6 20.9

当期間における取得自己株式 － －
提出日現在の未行使割合（％） 33.6 20.9

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）
当事業年度における取得自己株式 503 1

当期間における取得自己株式 50 0

（注）「当期間における取得自己株式」には、平成21年４月１日から平成21年５月31日までの期間におけるものを記

載しています。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －
消却の処分を行った取得自己株式 － － － －
合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得自
己株式

－ － － －

その他
（新株予約権等の行使）

117,000 73 17,500 0

保有自己株式数 30,473,495 － 30,456,045 －

（注）「当期間」には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使および単元未満株式の

買取の状況は反映していません。
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３【配当政策】

(1）剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、企業価値の継続的な向上がもっとも重要な株主還元と考えています。剰余金の配当については、長期的な

事業発展のための内部留保の充実に留意しつつ、適正かつ安定的な配当をおこなうことを基本方針としています。

具体的には、事業収益ならびにキャッシュ・フローの状況等を基準に決定しますが、連結配当性向として３割を目

指しています。

内部留保資金に関しては、共同利用型システムの拡充、運用サービス事業の拡大、新規事業開発、システム開発生

産性向上、品質向上等を目的とした設備投資および研究開発投資ならびに人材育成投資の原資とし、今後の事業展

開に活用していきます。また、資本効率の向上、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の一環として自己の株

式の取得に充当することがあります。

当社は、会社法第459条に基づき、９月30日および３月31日を基準日として、取締役会の決議により剰余金の配当

等をおこなうことができる旨を定款に定めています。

 

(2）剰余金の配当の状況

当社は、当年度末（平成21年３月31日）を基準日とする配当金を１株当たり26円としました。なお、平成20年11月

に実施済の配当金（基準日は平成20年９月30日）とあわせ、年間の配当金は１株当たり52円となり、連結配当性向

は41.3％となりました。

基準日が当年度に属する剰余金の配当は次のとおりです。

取締役会決議日 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日

平成20年10月24日 5,057百万円 26円 平成20年９月30日

平成21年５月15日 5,057百万円 26円 平成21年３月31日

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 12,980 15,710
19,580

※3,590
4,190 2,825

最低（円） 8,370 9,410
11,430

※3,400
2,475 1,310

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

２．※：株式分割による権利落後の最高・最低株価です。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月平成20年11月平成20年12月平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高（円） 2,225 1,994 1,874 1,749 1,714 1,598

最低（円） 1,310 1,555 1,593 1,355 1,389 1,355

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。
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５【役員の状況】

役　名 職　名 氏　名 生 年 月 日 略　歴 任期
所有
株式数
(百株)

代表取締役

会長兼社長
社長 藤 沼　彰 久 昭和25年１月23日

昭和49年４月　当社入社

平成５年11月　当社オープンシステム技術部長兼

システム生産技術部長

平成６年６月　当社取締役 情報技術本部副本部長

平成11年６月　当社常務取締役 情報技術本部長、

システムコンサルティング部担当

平成13年６月　当社専務取締役 証券・保険ソ

リューション部門長

平成14年４月　当社代表取締役社長

平成20年４月　当社代表取締役会長兼社長（現

任）

１年 826

取締役

副会長
 鳴 沢　 　隆 昭和24年12月８日

昭和48年10月　当社入社

平成３年６月　当社企画部長

平成６年６月　当社取締役 コンサルティング本部

副本部長

平成12年６月　当社常務取締役 リサーチ・コンサ

ルティング部門長

平成14年４月　当社代表取締役 専務執行役員 

コンサルティング部門長兼研究創

発センター長

平成19年４月　当社代表取締役 副社長 事業部門

統括

平成20年４月　当社代表取締役副会長

平成21年４月　当社取締役副会長（現任）

１年 403

取締役

副会長
 今 井　　 久 昭和27年６月３日

昭和51年４月　当社入社

平成９年６月　当社人事部長

平成11年６月　当社取締役 金融システム本部長

平成13年６月　当社常務取締役 金融ソリューショ

ン部門長兼金融ソリュー

ション部門企画・業務管理本部

長、金融システム事業本部長

平成14年４月　当社取締役 常務執行役員 金融ソ

リューション部門長

平成16年４月　当社取締役 専務執行役員 金融・

社会ソリューション・セクター担

当

平成20年４月　当社取締役副会長（現任）

１年 280
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役　名 職　名 氏　名 生 年 月 日 略　歴 任期
所有
株式数
(百株)

代表取締役

 

専務執行役員

 

事業部門統括、事

業推進、流通・

サービス・産業

関連システム

（経営ＩＴイノ

ベーションセン

ター、流通・情報

通信システム事

業本部、サービス

・産業システム

事業本部、関西支

社、中部支社、ヘ

ルスケアソ

リューション事

業本部）担当、経

営ＩＴイノベー

ションセンター

長  

嶋　本　　正 昭和29年２月８日

昭和51年４月　当社入社

平成13年４月　当社情報技術本部長

平成13年６月　当社取締役 情報技術本部長

平成14年４月　当社執行役員 情報技術本部長

平成16年４月　当社常務執行役員 情報技術本部

長兼研究創発センター副セン

ター長

平成20年４月　当社専務執行役員 事業部門統括

平成20年６月　当社代表取締役 専務執行役員　事

業部門統括

平成21年４月　当社代表取締役 専務執行役員事

業部門統括、事業推進、流通・

サービス・産業関連システム

（経営ＩＴイノベーションセン

ター、流通・情報通信システム事

業本部、サービス・産業システム

事業本部、関西支社、中部支社、ヘ

ルスケアソリューション事業本

部）担当、経営ＩＴイノベーショ

ンセンター長（現任）

１年 315

代表取締役

 

 

 

 

専務執行役員

 

本社機構統括、内

部統制、経営企

画、コーポレート

コミュニケー

ション、情報シス

テム担当

 

室 井　雅 博 昭和30年７月13日

昭和53年４月　当社入社

平成９年４月　エヌ・アール・アイ・ラーニング

ネットワーク㈱代表取締役社長

平成12年４月　当社ナレッジソリューション部門

企画・業務本部長兼ナレッジソ

リューション事業第一本部長

平成12年６月　当社取締役 ナレッジソリュー

ション部門企画・業務本部長兼

ＥＣナレッジソリューション事

業本部長

平成14年４月　当社取締役 常務執行役員 ｅ－ソ

リューション部門長

平成19年４月　当社取締役 専務執行役員 企画、

広報、情報システム担当、研究創

発センター長

平成21年４月　当社代表取締役 専務執行役員 本

社機構統括、内部統制、経営企画、

コーポレートコミュニケーショ

ン、情報システム担当（現任）

１年 239
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役　名 職　名 氏　名 生 年 月 日 略　歴 任期
所有
株式数
(百株)

取締役

 

専務執行役員

 

証券・金融関連

システム（金融

フロンティア事

業本部、証券ＩＴ

サービス事業本

部、資産運用サー

ビス事業本部、金

融システム事業

本部、保険システ

ム事業本部）担

当

石 橋　慶 一 昭和29年1月19日

昭和53年４月　当社入社

平成14年10月　当社執行役員　金融システム新事

業担当、ＢＥＳＴＷＡＹ事業部長

平成18年４月　当社常務執行役員　金融システム

事業本部長

平成21年４月　当社専務執行役員　証券・金融関

連システム担当

平成21年６月　当社取締役　専務執行役員　証券・

金融関連システム（金融フロン

ティア事業本部、証券ＩＴサービ

ス事業本部、資産運用サービス事

業本部、金融システム事業本部、

保険システム事業本部）担当

（現任）

１年 48

取締役

専務執行役員

 

証券ＩＴサービ

ス事業本部長

  

沢 田 ミツル昭和31年４月17日

昭和54年４月　富士通㈱入社

平成３年３月　当社入社

平成13年４月　当社システムコンサルティング事

業本部長

平成13年６月　当社取締役　システムコンサル

ティング事業本部長

平成14年４月　当社執行役員　システムコンサル

ティング事業本部長

平成16年４月　当社常務執行役員　システムコン

サルティング事業本部長

平成20年４月　当社専務執行役員　証券関連シス

テム担当、証券システム事業本部

長

平成20年６月　当社取締役　専務執行役員 証券関

連システム担当、証券システム事

業本部長

平成21年４月　当社取締役　専務執行役員 証券Ｉ

Ｔサービス事業本部長（現任）

１年 63

取締役

常務執行役員

 

経理、財務、内部

統制推進担当

 

廣 田　　 滋 昭和26年４月４日

昭和50年４月　野村證券㈱入社

平成13年６月　同社監査役

平成13年10月　野村證券㈱監査役

平成15年６月　同社取締役

平成16年４月　当社執行役員 経理、財務、ＩＲ担

当

平成17年６月　当社取締役 執行役員 経理、財務、

ＩＲ担当

平成18年４月　当社取締役 常務執行役員 経理、

財務、内部統制推進担当

平成19年４月　当社取締役 常務執行役員 業務、

経理、内部統制担当

平成21年４月　当社取締役 常務執行役員 経理、

財務、内部統制推進担当（現任）

１年 186
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役　名 職　名 氏　名 生 年 月 日 略　歴 任期
所有
株式数
(百株)

取締役
コンプライアン

ス担当
川 野　忠 明 昭和24年９月２日

昭和47年４月　当社入社

平成４年６月　当社流通システム一部長兼流通シ

ステム二部長

平成５年６月　当社取締役 流通・産業システム本

部長

平成11年６月　当社常務取締役 流通・産業・社会

システム部門長

平成13年６月　当社専務取締役 流通・社会ソ

リューション部門長

平成14年４月　エヌ・アール・アイ・データサー

ビス㈱代表取締役副社長

企画・業務管理本部長

平成18年４月　当社専務執行役員 人事、人材開発、

法務、知的財産、総務担当

平成18年６月　当社取締役 専務執行役員 人事、人

材開発、法務、知的財産、総務担当

平成20年４月　当社代表取締役 専務執行役員管理

・研究部門統括、コンプライアン

ス担当

平成21年４月　当社取締役　コンプライアンス担当

（現任）

１年 485

取締役  南 　　直 哉 昭和10年11月15日

昭和33年４月　東京電力㈱入社

平成元年６月　同社取締役

平成３年６月　同社代表取締役常務取締役

平成８年６月　同社代表取締役副社長

平成11年６月　同社代表取締役社長

平成14年10月　同社顧問（現任）

平成18年６月　当社取締役（現任）

１年 69

取締役  澤 田　貴 司 昭和32年７月12日

昭和56年４月　伊藤忠商事㈱入社

平成９年５月　㈱ファーストリテイリング入社

平成９年11月　同社常務取締役

平成10年11月　同社取締役副社長

平成15年１月　㈱ＫＩＡＣＯＮ（現　㈱リヴァンプ

ホールディングス）代表取締役社

長

平成17年５月　コールド・ストーン・クリーマ

リー・ジャパン㈱代表取締役会長

（現任）

平成17年10月　㈱リヴァンプ代表取締役（現任）

平成20年６月　当社取締役（現任）

１年 26
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役　名 職　名 氏　名 生 年 月 日 略　歴 任期
所有
株式数
(百株)

監査役(常勤) 栗之丸　孝義 昭和25年１月25日

昭和48年４月　当社入社

平成５年６月　野村システムサービス㈱証券シス

テム一部長

平成８年６月　同社取締役 証券システム一部長

平成11年１月　同社取締役　金融システムサービス

本部長兼投資信託システムプロ

ジェクト本部長

平成11年４月　当社取締役 投資信託システムプロ

ジェクト本部副本部長兼金融シス

テムサービス本部副本部長

平成13年６月　当社常務取締役 証券・保険ソ

リューション部門システム開発担

当

平成14年４月　当社取締役 常務執行役員 品質監

理本部長

平成16年４月　当社専務執行役員 品質監理本部長

平成20年４月　当社副社長 品質監理担当

平成20年６月　当社監査役（現任）

４年 416

監査役(常勤) 山 形　髙 治 昭和26年２月15日

昭和48年４月　当社入社

平成16年４月　エヌ・アール・アイ・データ

サービス㈱取締役　アウトソーシ

ング営業本部長

平成18年４月　当社執行役員 システムマネジメン

ト事業本部副本部長

平成19年４月　当社顧問

平成19年６月　当社監査役（現任）

４年 47

監査役(常勤) 田 中　正 人 昭和25年７月14日

昭和49年４月　野村證券㈱入社

平成10年６月　同社業務部長

平成11年６月　野村アセット・マネジメント投信

㈱（現　野村アセットマネジメン

ト㈱）執行役員 総合企画室、法務

室、広報室担当

平成12年６月　同社取締役 常務執行役員 総合企

画室、法務室、システム企画部、財

務部、人事部担当

平成15年４月　同社顧問

平成15年６月　当社監査役（現任）

４年 23

監査役  泉 谷　　 裕 昭和10年８月23日

昭和33年３月　㈱村田製作所入社

昭和54年６月　同社取締役

昭和60年６月　同社常務取締役

平成３年６月　同社専務取締役

平成７年６月　同社代表取締役副社長

平成14年６月　当社監査役（現任）

平成15年６月　㈱村田製作所常任顧問

平成17年９月　同社顧問（現任）

４年 69
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役　名 職　名 氏　名 生 年 月 日 略　歴 任期
所有
株式数
(百株)

監査役  安 田　莊 助 昭和18年12月15日

昭和50年12月　芹沢政光公認会計士事務所入所

昭和54年４月　公認会計士登録

平成５年７月　東京赤坂監査法人代表社員

平成11年10月　東京北斗監査法人理事長代表社員

平成18年６月　当社監査役（現任）

平成20年１月　仰星監査法人代表社員

平成21年１月　仰星監査法人特別顧問（現任）

平成21年１月　仰星税理士法人代表社員（現任）

４年 20

    計  3,524

 　  （注）１．南直哉、澤田貴司は社外取締役です。

２．田中正人、泉谷裕、安田莊助は社外監査役です。

３．取締役会の経営戦略意思決定と業務執行機能を明確に区分し、業務執行の権限および責任の大幅な委譲

を図るため、執行役員制度を導入しています。執行役員は取締役６人を含む36人です。

４．野村證券㈱は、平成13年10月１日付で会社分割により持株会社体制に移行し、商号を野村ホールディン

グス㈱に変更するとともに、証券業その他の営業を、同社の完全子会社である野村證券㈱（旧商号：野

村證券分割準備㈱）に承継させました。したがって、上記の表中、平成13年９月以前の「野村證券㈱」

は、持株会社に移行前の会社を表します。

５．東京赤坂監査法人は、平成11年10月に北斗監査法人に合併し東京北斗監査法人となり、東京北斗監査法

人は、平成18年10月に監査法人芹沢会計事務所を合併し仰星監査法人に名称変更しています。

６．各取締役は、平成21年６月23日開催の定時株主総会で選任されたものです。

７．監査役は、安田莊助が平成18年６月23日開催の定時株主総会で、山形髙治および田中正人が平成19年６

月22日開催の定時株主総会で、栗之丸孝義が平成20年６月20日開催の定時株主総会で、泉谷裕が平成21

年６月23日開催の定時株主総会で、それぞれ選任されたものです。

８．「所有株式数」には、役員持株会における各自の持分を含めて記載しています。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンス体制

イ．コーポレート・ガバナンスの状況

　　　　当社は、企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、すべてのステークホルダーに対

して透明性の高い公正で効率的な経営を実現することがコーポレート・ガバナンスの重要な目的と考えていま

す。コーポレート・ガバナンスを充実させる一環として、株主総会の充実、取締役会の意思決定の迅速化および

監督機能の強化、監査役の監査機能の強化、役員報酬制度の透明性確保、情報開示の充実等に取り組んでいます。

当社は、コーポレート・ガバナンスの向上には株主総会の充実が不可欠と考えています。そのため、より多く

の株主に出席いただける株主総会開催日の設定、招集通知の早期発送、電子投票制度や機関投資家向け議決権

電子行使プラットフォームの採用など、株主総会の活性化と議決権行使の円滑化に向けた施策を実施していま

す。また、株主総会後に経営報告会を実施し、主に個人株主向けに当社の状況や今後の取り組み等を伝える場を

設けています。

当社の取締役は社外取締役２人（※１）を含む11人です。任期は１年であり、経営環境の変化に迅速に対応

できる経営体制を確立するとともに、各年度における経営責任を明確にしています。社外取締役を招聘するこ

とにより、取締役会の一層の活性化と公正で透明性の高い経営の実現を目指しており、その人選については、当

社の業務執行を客観的な視点で監督するにふさわしい高い見識と独立性を重視しています。

取締役会は、月１回開催するほか必要に応じて随時開催しています。当社は、業務執行の権限および責任を大

幅に執行役員に委譲しており、取締役会は、もっぱら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定と業務執行

の監督を担当しています。また、取締役会の諮問機関として、社外の有識者で構成される報酬諮問委員会を設置

しています。

取締役会の決議により選任された執行役員は、取締役会で決定した方針に基づき業務を執行しています。事

業活動の総合調整と業務執行の意思統一のため、代表取締役３人を中心に執行役員等が参加する経営会議を週

１回開催し、経営全般の重要事項の審議をおこなっています。

監査役は、社外監査役３人（※２）を含む５人であり、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、必要に

応じて役職員に対して報告を求め、取締役の職務執行に関して厳正な監査をおこなっています。社外監査役に

ついては、監査体制の中立性・独立性を確保するため、取締役の職務執行を客観的な立場から監査し、公正な視

点で意見形成ができる人材を選任しています。監査役会は、監査の方針その他監査に関する重要事項の協議・

決定および監査意見の形成・表明をおこなっています。監査役は、会計監査人から監査計画、監査実施状況の報

告を受けるほか、当社の内部監査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を受けるなど、会計監査人お

よび内部監査室と連携して監査を進めています。また、監査役による監査が実効的におこなわれることを確保

するため、監査職務を支援する監査役室を設置しています。監査役室の人事については、代表取締役または人事

担当役員が監査役室の独立性に留意し監査役と協議し定めています。

当社は、当社グループ（当社および連結子会社）全般にわたって有効な内部統制システムを構築し、かつ継

続的な改善を図るため、内部統制担当役員を任命し、推進組織として内部統制推進部を設置しています。また、

内部統制会議を開催して全社的な内部統制の状況を適宜点検するとともに、各事業部門が出席する内部統制推

進委員会を通じて内部統制システムの定着を図っています。当年度は、新たに内部統制報告制度が導入された

のにともない、財務報告の信頼性確保にかかる内部統制の点検とさらなる強化に取り組みました。また、事業活

動にともなう主要リスクに対しては、リスクごとに主管部署を定めており、必要に応じて専門性をもった会議

で審議し、主管部署が事業部門と連携して適切な対応を講じています。

倫理・コンプライアンス体制については、その実効性を確保するため、最高倫理責任者およびコンプライア

ンス担当役員を任命するとともに、取締役会に直属のコンプライアンス会議を設置するほか、倫理綱領、ビジネ

ス行動基準およびコンプライアンスに関する規程を定めています。リスク管理、コンプライアンス等に関する

研修や啓発活動を継続的に実施することで、その定着と実効性の向上を図っています。また、反社会的勢力に対

しては、取引を含め一切の関係を持たないことを基本方針として行動規範に定めており、主管部署が情報収集

および取引防止に関する管理・対応をおこなっています。

代表取締役社長直属の組織である内部監査室（社員14人）が、リスク管理体制やコンプライアンス体制等の

有効性、取締役の職務執行の効率性を確保するための体制等について、当社グループの監査をおこなっていま

す。監査結果は代表取締役社長等に報告され、是正・改善の必要がある場合には、内部統制推進部、主管部署お

よび事業部門が適宜連携し、改善に努めています。

情報開示については、経営の透明性向上、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーに対する説明責任

を果たすため、適時開示の遂行と情報開示およびＩＲ機能の一層の充実に努めています。開示書類の一層の信

頼性向上のため、情報開示会議において、計算書類や有価証券報告書等の作成プロセスやその適正性の確認を

おこなっています。また、個人投資家を対象とした会社説明会の開催や個人投資家向けのホームページの充実

に努めています。 
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（注）１．提出日現在の状況について記載しています。

２．※１：当社と社外取締役との間に利害関係はありません。

３．※２：社外監査役との利害関係に関しては、社外監査役１人が野村ホールディングス㈱の完全子会社

である野村アセットマネジメント㈱の元取締役です。野村ホールディングス㈱は、平成21年３月

31日現在、当社の議決権の38.6％を所有（間接所有31.9％を含み、うち22.3％は野村アセットマ

ネジメント㈱を通じて所有）しています。また、野村ホールディングス㈱およびその子会社とは

システム開発・運用サービス受託等の取引関係があり、当社の重要顧客の一つです。

ロ．株主総会決議に関する事項　　　　

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件については、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨を定款に定めて

います。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、会社意思の迅速決定等を目的とす

るものです。

　また、会社法第459条第１項に掲げる剰余金の配当等については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総

会の決議によらず取締役会の決議をもっておこなう旨を定款に定めています。これは、剰余金の配当等を取締

役会の権限とすることにより、機動的に剰余金の配当等をおこなうことを目的とするものです。

 

ハ．取締役の定数および取締役選任決議要件

　　　　取締役は15人以内とする旨を定款に定めています。

　　　　取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもっておこなう旨を定款に定めています。また、累積投票によらないものとする旨を

定款に定めています。

 

　　　ニ．社外取締役および社外監査役との間の責任限定契約の内容の概要　　　　

当社は、各社外取締役および各社外監査役との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しています。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第427条第１項の最低責任限度額です。
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ホ．監査業務を執行した公認会計士の氏名等

当社の会計監査人は新日本有限責任監査法人（旧　新日本監査法人。平成20年７月１日付で監査法人の種類　

を変更。）です。同法人は、以下の公認会計士および補助者20人（公認会計士８人、その他12人）で当社の監査

業務を実施しています。

所属監査法人 氏　名 継続監査年数

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 業務執行社員　英　公一

（筆頭業務執行社員等）
３年

新日本有限責任監査法人 指定有限責任社員 業務執行社員　宮川 朋弘 ６年

新日本有限責任監査法人 指定有限責任社員 業務執行社員　森重 俊寛 ４年

 　　 

　　②役員報酬等の内容

イ．取締役の報酬等　　　　　　

当社は、取締役の報酬等について、透明性の確保を目的として、社外の有識者３人で構成される報酬諮問委員

会を設置し、報酬等の体系および水準について客観的かつ公正な観点から審議しています。

取締役の報酬制度は、役職位を基本としていますが、会社業績の一層の向上を図るため、業績連動性を重視し

た制度としています。その水準は、情報サービス産業におけるリーディングカンパニーたるべき水準を、市場の

水準や動向等を参考に決定します。なお、報酬等の決定にかかる手続きは、透明性を高めるため、規程として明

文化しています。

　取締役の報酬制度の概要は次のとおりです。

　　　ａ．基本報酬

　　　　　　　役職位に応じた報酬としての固定給と、前年度の会社の業績達成度に応じた報酬としての変動給からなります。

　　　ｂ．賞与

当該期の業績を反映し、個人別評価を加味して決定します。

　　　ｃ．株式関連報酬　　　　　　　

中長期的な業績向上への意欲と士気を高めるとともに、優秀な人材を登用することを目的として、また、株

主との利害の一致という観点から、株式関連報酬としてストックオプションを付与します。

当該報酬については、行使価額（権利行使時の払込金額）を時価を基準として決定するストックオプショ

ンと、行使価額を１株当たり１円とする株式報酬型ストックオプションを併用し、その付与数は役職位に応

じて決定します。

　　　　　　　上記のうち、基本報酬の変動給部分、賞与および株式関連報酬については、業務執行を担わない取締役には支給し

ません。

 

ロ．監査役の報酬等　　　　　　

監査役は独立した立場から取締役の職務執行を監査する役割ですが、当社の健全で持続的な成長の実現とい

う点では、取締役と共通の目的を持っています。この考えに基づき、監査役の報酬等は、固定給に加え、常勤の監

査役に対して、業績に応じた変動給を取り入れています。また、報酬等の水準は、良質なコーポレート・ガバナ

ンスの確立と運用に重要な役割を担うにふさわしい人材を確保するために必要な水準としています。なお、報

酬等の決定にかかる手続きは、透明性を高めるため、規程として明文化しています。

 

　　　　　　監査役の報酬制度の概要は次のとおりです。

　　　ａ．基本報酬　　　　　　　

個人の経験・見識や役割等に応じた固定給に加え、常勤の監査役に対しては、前年度の会社の業績達成度

に応じた報酬としての変動給を支給します。

ｂ．賞与

常勤の監査役を対象とし、当該期の業績を反映して決定します。
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　　　　当年度の取締役および監査役への報酬等は次のとおりです。

区分 支給人数（人） 報酬等の額（百万円）

取　締　役

（うち社外取締役）

　　13

　　　　　（3）　　

740

　　　　　　（27）

監　査　役 6 146

計 19 886

（注）１．取締役および監査役への報酬等の額は、平成17年６月23日開催の第40回定時株主総会決議によ

り、取締役は年額10億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、監査役は年額

２億５千万円以内と定められています。また、平成18年６月23日開催の第41回定時株主総会にお

いて、取締役に対し、上記報酬等の額の範囲内で新株予約権を用いたストックオプションの付与

をおこなうことが承認されています。

２．当年度末現在の人数は、取締役11人、監査役５人です。

３．取締役の支給人数には、平成20年６月20日開催の第43回定時株主総会の終結の時をもって退任し

た取締役２人を含んでいます。

４．監査役の支給人数には、平成20年６月20日開催の第43回定時株主総会の終結の時をもって退任し

た監査役１人を含んでいます。

５．取締役の報酬等の額は、ストックオプションとしての新株予約権の費用計上額169百万円を含ん

でいます。当年度において取締役に付与した新株予約権の数は、第10回新株予約権1,350個、第11

回新株予約権275個であり、新株予約権1個当たりの目的となる株式の数は100株です。 

 

（２）【監査報酬の内容等】　　　　　　

　①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 60 402 90 307

連結子会社 － － － 0

計 60 402 90 308

 　　

　②【その他重要な報酬の内容】

　当年度において、新日本有限責任監査法人と同じErnst & Youngのメンバーファームに対する報酬が39百万円

あります（前年度は35百万円。）。その主な内容は、海外連結子会社が各国の法令に基づき、または任意で受け

ている監査およびレビューにかかるものです。

 

　③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　　　　当年度において、当社は新日本有限責任監査法人に対し、公認会計士法第２条第１項の業務以外の非監査業務と

して、米国監査基準書第70号（サービス機関によりおこなわれている取引の処理に関する報告書）および監査

基準委員会報告書第18号（委託業務に係る統制リスクの評価）に基づく内部統制の整備状況の検証業務、英文

財務諸表作成にかかる助言および指導等を依頼しています。前年度については、これらに加え、財務報告にかか

る内部統制の整備支援業務を依頼しています。

 

　④【監査報酬の決定方針】

　　　　該当事項はありません。なお、監査報酬は、監査日数、当社グループの規模や業務の特性等を勘案し、監査役会の同

意を得たうえで取締役会の決議により決定しています。
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第５【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成していま

す。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

第43期事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第44期事

業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年

３月31日）の連結財務諸表および第43期事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）の財務諸表につい

ては、新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）の連結財務

諸表および第44期事業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）の財務諸表については、新日本有限責任

監査法人により監査を受けています。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となり

ました。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,709 20,307

売掛金 61,164 56,408

開発等未収収益 18,258 21,245

有価証券 84,987 13,999

商品 125 251

仕掛品 34 4

前払費用 1,429 2,044

繰延税金資産 6,837 7,307

その他 445 1,086

貸倒引当金 △82 △84

流動資産合計 190,910 122,572

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 56,527 59,076

減価償却累計額 △26,599 △29,647

建物及び構築物（純額） 29,928 29,429

機械及び装置 24,390 27,003

減価償却累計額 △16,162 △17,776

機械及び装置（純額） 8,228 9,226

工具、器具及び備品 24,119 24,930

減価償却累計額 △15,315 △16,738

工具、器具及び備品（純額） 8,803 8,192

土地 11,292 11,292

リース資産 － 1,505

減価償却累計額 － △1,371

リース資産（純額） － 133

有形固定資産合計 58,253 58,274

無形固定資産

ソフトウエア 23,098 59,614

ソフトウエア仮勘定 6,545 14,715

その他 613 556

無形固定資産合計 30,257 74,886

投資その他の資産

投資有価証券 46,682 55,436

関係会社株式 ※1
 2,025

※
 2,231

長期貸付金 7,372 7,481

従業員に対する長期貸付金 217 185

リース投資資産 － 747

差入保証金 11,113 10,965

繰延税金資産 13,115 19,128

その他 ※2
 2,499 2,695

貸倒引当金 △0 △117

投資その他の資産合計 83,026 98,754

固定資産合計 171,537 231,915

資産合計 362,447 354,487
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 33,430 28,961

リース債務 － 655

未払金 6,891 4,812

未払費用 5,057 4,466

未払法人税等 12,526 13,396

未払消費税等 795 132

前受金 3,525 4,583

賞与引当金 11,570 12,058

その他 980 958

流動負債合計 74,779 70,026

固定負債

新株予約権付社債 49,997 49,997

リース債務 － 414

長期未払金 4,512 2,938

繰延税金負債 4 2

退職給付引当金 25,790 25,642

固定負債合計 80,305 78,994

負債合計 155,084 149,020

純資産の部

株主資本

資本金 18,600 18,600

資本剰余金 14,884 14,974

利益剰余金 225,780 240,061

自己株式 △61,161 △72,753

株主資本合計 198,103 200,882

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,649 5,850

為替換算調整勘定 △997 △2,158

評価・換算差額等合計 8,652 3,692

新株予約権 608 892

純資産合計 207,363 205,466

負債純資産合計 362,447 354,487
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 342,289 341,279

売上原価 238,537 240,854

売上総利益 103,751 100,425

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 51,087

※1, ※2
 50,711

営業利益 52,664 49,713

営業外収益

受取利息 1,190 943

受取配当金 1,253 1,043

投資事業組合運用益 151 5

持分法による投資利益 143 143

その他 292 167

営業外収益合計 3,031 2,302

営業外費用

支払利息 － 13

投資事業組合運用損 7 130

その他 170 141

営業外費用合計 178 284

経常利益 55,517 51,731

特別利益

投資有価証券売却益 ※3
 2,655

※3
 372

関係会社株式売却益 － ※3
 252

特別利益合計 2,655 625

特別損失

ソフトウエア評価損 － ※4
 3,050

投資有価証券評価損 ※4
 618

※4
 3,758

関係会社株式売却損 － ※4
 137

関係会社株式評価損 － ※4
 876

退職給付引当金繰入額 ※4
 9,567 －

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 351

特別損失合計 10,185 8,175

税金等調整前当期純利益 47,987 44,181

法人税、住民税及び事業税 23,418 23,560

法人税等調整額 △3,588 △3,891

法人税等合計 19,829 19,668

当期純利益 28,157 24,513
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 18,600 18,600

当期末残高 18,600 18,600

資本剰余金

前期末残高 14,800 14,884

当期変動額

自己株式の処分 84 90

当期変動額合計 84 90

当期末残高 14,884 14,974

利益剰余金

前期末残高 206,990 225,780

当期変動額

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 28,157 24,513

当期変動額合計 18,789 14,280

当期末残高 225,780 240,061

自己株式

前期末残高 △47,157 △61,161

当期変動額

自己株式の取得 △15,000 △11,870

自己株式の処分 997 278

当期変動額合計 △14,003 △11,592

当期末残高 △61,161 △72,753

株主資本合計

前期末残高 193,232 198,103

当期変動額

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 28,157 24,513

自己株式の取得 △15,000 △11,870

自己株式の処分 1,081 368

当期変動額合計 4,870 2,779

当期末残高 198,103 200,882
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 22,193 9,649

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△12,544 △3,798

当期変動額合計 △12,544 △3,798

当期末残高 9,649 5,850

為替換算調整勘定

前期末残高 499 △997

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,496 △1,161

当期変動額合計 △1,496 △1,161

当期末残高 △997 △2,158

評価・換算差額等合計

前期末残高 22,692 8,652

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△14,040 △4,959

当期変動額合計 △14,040 △4,959

当期末残高 8,652 3,692

新株予約権

前期末残高 307 608

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 300 284

当期変動額合計 300 284

当期末残高 608 892

純資産合計

前期末残高 216,232 207,363

当期変動額

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 28,157 24,513

自己株式の取得 △15,000 △11,870

自己株式の処分 1,081 368

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13,740 △4,675

当期変動額合計 △8,869 △1,896

当期末残高 207,363 205,466
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 47,987 44,181

減価償却費 16,517 20,763

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 118

受取利息及び受取配当金 △2,443 △1,986

支払利息 － 13

投資事業組合運用損益（△は益） △143 125

持分法による投資損益（△は益） △143 △143

ソフトウエア評価損 － 3,050

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 351

投資有価証券売却損益（△は益） △2,655 △372

投資有価証券評価損益（△は益） 618 3,758

関係会社株式売却損益（△は益） － △114

関係会社株式評価損 － 876

売上債権の増減額（△は増加） △10,934 2,759

たな卸資産の増減額（△は増加） 134 △96

仕入債務の増減額（△は減少） 174 △6,043

未払消費税等の増減額（△は減少） △978 △662

賞与引当金の増減額（△は減少） △716 487

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,438 △148

差入保証金の増減額（△は増加） △923 146

その他 4,508 △195

小計 53,445 66,869

利息及び配当金の受取額 2,381 1,994

利息の支払額 － △13

法人税等の支払額 △24,020 △22,669

営業活動によるキャッシュ・フロー 31,806 46,180

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7,202 △6,874

定期預金の払戻による収入 6,579 6,929

有価証券の取得による支出 △40,878 △7,972

有価証券の売却及び償還による収入 31,000 28,000

有形固定資産の取得による支出 △21,381 △14,105

有形固定資産の売却による収入 131 0

無形固定資産の取得による支出 △17,485 △57,862

無形固定資産の売却による収入 1 0

投資有価証券の取得による支出 △3,461 △20,775

投資有価証券の売却及び償還による収入 4,665 2,251

関係会社株式の取得による支出 － △616

従業員に対する長期貸付けによる支出 △6 △11

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 110 43

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,925 △70,994
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △388

自己株式の処分による収入 824 73

自己株式の取得による支出 △15,000 △11,870

配当金の支払額 △9,360 △10,228

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,537 △22,414

現金及び現金同等物に係る換算差額 △672 △68

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △40,329 △47,296

現金及び現金同等物の期首残高 115,854 75,524

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 75,524

※
 28,228
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数

　子会社16社すべてを連結しています。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数

　子会社16社すべてを連結しています。

主要な連結子会社名

　Nomura Research Institute America, Inc.

当連結会計年度において設立された㈱ユビークリ

ンクおよびエヌ・アール・アイ・社会情報システム

㈱を、当連結会計年度より連結の範囲に含めていま

す。

主要な連結子会社名

　Nomura Research Institute America, Inc.

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数

関連会社１社に対する投資について、持分法を適用

しています。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数

関連会社２社すべてに対する投資について、持分法

を適用しています。

主要な関連会社名

日本クリアリングサービス㈱

主要な関連会社名

日本クリアリングサービス㈱

  当連結会計年度において設立されたエムシー・エヌ

アールアイグローバルソリューションズ㈱を、当連結会

計年度より持分法適用の範囲に含めています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、野

村総合研究所（北京）有限公司および野村総合研究所

（上海）有限公司の２社であり、決算日は12月31日です。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日に実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

売買目的有価証券

時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

売買目的有価証券

同左

満期保有目的の債券

償却原価法

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

主として移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

個別法による原価法

③たな卸資産

    個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

主として定率法を採用しています。なお、技術進歩

による陳腐化の著しい機械装置、器具備品の一部の資

産については、個別見積りによる耐用年数を採用して

います。

ただし、国内連結会社は平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く）は定額法によっ

ています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

同左

建物及び構築物 　　15～50年

機械及び装置 　　　３～15年

工具、器具及び備品 ３～６年

②無形固定資産

販売目的ソフトウエアについては、残存有効期間に

基づく均等配分額を下限として見込販売数量もしく

は見込販売収益に基づく償却方法によっています。な

お、残存有効期間は原則として３年です。

また、顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエ

アについては、利用可能期間に基づく定額法により償

却しています。なお、利用可能期間は最長５年です。

その他の無形固定資産については、定額法を採用し

ています。

②無形固定資産（リース資産を除く）

同左 

 

 　③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる

有形リース資産については、リース期間を耐用年数と

する定率法を採用しています。また、無形リース資産

については、リース期間を耐用年数とする定額法を採

用しています。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しています。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与の支払いに充てるため、支給見込額を

計上しています。

②賞与引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度において発生していると認められ

る額を計上しています。

会計基準移行時差異については、移行連結会計年度

に全額を処理しています。

過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法によ

り処理しています。

数理計算上の差異については、発生時における従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）で定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から処理しています。

③退職給付引当金

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、主と

して通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理

によっています。

(4）　　　　　　　──────

(5）収益および費用の計上基準

リサーチ・コンサルプロジェクト、システム開発プロ

ジェクトについては原則として進行基準を、その他のプ

ロジェクトについては実現基準を適用しています。

なお、期末日現在未完成のプロジェクトにかかる進行

基準の適用にともなう売上高相当額については、連結貸

借対照表上、「開発等未収収益」として計上していま

す。

(5）収益および費用の計上基準

同左

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式に

よっています。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時

価評価法を採用しています。

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっています。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

有形固定資産の減価償却の方法

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正にとも

ない、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しています。これにより、営業

利益、経常利益、および税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ503百万円減少しています。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しています。

１．重要な資産の評価基準および評価方法の変更

　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、個別法による原価法によっていましたが、当連結会

計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が適用さ

れたことにともない、個別法による原価法（連結貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しています。これによる当連結会計

年度への影響は軽微です。　　　　　　

 ──────

 

 

２．「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処　理

に関する当面の取扱い」の適用

　　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用しています。こ

れによる当連結会計年度への影響はありません。

 ──────

 

 

３．リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によって

いましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を、当連

結会計年度より適用し、通常の売買取引にかかる方法に

準じた会計処理によっています。

　　これにより、当連結会計年度の営業利益が175百万円、

経常利益が162百万円増加し、税金等調整前当期純利益

が189百万円減少しています。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しています。

 ──────

 

 

４．「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その

3）」の適用

　　「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その3）（企

業会計基準第19号　平成20年7月31日）が平成21年3月31

日以前に開始する連結会計年度にかかる連結財務諸表

から適用できることになったことにともない、当連結会

計年度から同会計基準を適用しています。これによる当

連結会計年度への影響はありません。
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【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有形固定資産の減価償却の方法

当社および国内連結子会社は、法人税法改正にともな

い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してい

ます。

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益がそれぞれ141百万円減少し

ています。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しています。

　　　　　　　　　──────

２．退職給付制度

当社は、確定給付型の制度としての適格退職年金制度

および退職一時金制度と、確定拠出年金制度を設けてい

ましたが、平成20年４月１日付で適格退職年金制度およ

び退職一時金制度の一部を、確定拠出年金制度および確

定給付企業年金制度に移行しました。当該移行にともな

い「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）および「退職給付制度間の移

行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第２号）を適用しており、この結果、特別損失（退職給

付引当金繰入額）を9,567百万円計上しています。

　　　　　　──────

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　関連会社に対する主な資産 ※  　関連会社に対する主な資産

関係会社株式 535百万円

 

関係会社株式    1,247百万円

 

※２　投資その他の資産のその他

ゴルフ会員権の預託保証金に対する貸倒引当金相当額

65百万円を相殺のうえ表示しています。

 ──────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

貸倒引当金繰入額 7百万円

役員報酬 1,178百万円

給与及び手当 15,385百万円

賞与引当金繰入額 3,557百万円

退職給付費用 1,636百万円

福利厚生費 2,815百万円

不動産賃借料 4,067百万円

事務委託費 9,787百万円

旅費及び交通費 1,473百万円

器具備品費 2,263百万円

租税公課 1,192百万円

減価償却費 1,314百万円
 

貸倒引当金繰入額  118百万円

役員報酬     1,242百万円

給与及び手当 16,272百万円

賞与引当金繰入額     3,826百万円

退職給付費用 1,690百万円

福利厚生費     3,165百万円

教育研修費 1,250百万円

不動産賃借料     4,428百万円

事務委託費 8,168百万円

旅費及び交通費  1,379百万円

器具備品費    1,346百万円

減価償却費    978百万円
 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費

研究開発費 4,915百万円
 

研究開発費     4,104百万円
 

※３ 特別利益

投資有価証券売却益

主として㈱セブン銀行株式、㈱ネットマークス株式

および㈱アルゴ21株式の売却にともなうものです。

※３ 特別利益

(1）投資有価証券売却益

       ㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ株式の売却に

よるものです。

(2）関係会社株式売却益

　　㈱インステクノ株式の売却によるものです。

 

※４ 特別損失

(1）投資有価証券評価損

主として藍澤證券㈱株式の減損にともなうもので

す。

(2）退職給付引当金繰入額

年金制度の改定にともなうものです。

 

※４ 特別損失

(1）ソフトウエア評価損

　　　 　金融危機による事業環境の急激な悪化を受け、金融

サービス業向けソフトウエアの評価損を計上した

ものです。

　 (2）投資有価証券評価損

　主として㈱セブン＆アイ・ホールディングス株式

の減損によるものです。

　 (3）関係会社株式売却損

　エヌ・アール・アイ・ラーニングネットワーク㈱

株式の売却によるものです。

   (4）関係会社株式評価損

　野村ホールディングス㈱株式の減損によるもので

す。

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

 74/138



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

発行済株式     
普通株式（注）１ 45,000,000180,000,000 － 225,000,000
合計 45,000,000180,000,000 － 225,000,000

自己株式     

普通株式（注）２ 4,291,620 22,106,382 453,710 25,944,292
合計 4,291,620 22,106,382 453,710 25,944,292

（注）１.平成19年４月１日付で１株を５株に株式分割したことにより、発行済株式総数は180,000,000株増加し

225,000,000株となっています。

２.自己株式の増加株式数22,106,382株の内訳は、株式分割による17,166,480株、市場買付による4,939,600株お

よび単元未満株式の買取による302株です。減少株式数453,710株はストック・オプションの行使にともなう

自己株式の処分453,000株および新株予約権付社債の転換にともなう710株です。

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
（親会社）

ストック・オプション

としての

新株予約権

－ 608

合計 － 608

３．配当に関する事項

(1）配当金の支払い

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年５月15日
取締役会

普通株式 4,477百万円 110円 平成19年３月31日平成19年６月１日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 4,890百万円 24円 平成19年９月30日平成19年11月29日

（注）平成19年４月１日付で１株につき５株の割合で株式の分割をおこないました。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）

株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月13日
取締役会

普通株式 5,175百万円利益剰余金 26円 平成20年３月31日平成20年６月２日

当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

発行済株式     
普通株式 225,000,000 － － 225,000,000
合計 225,000,000 － － 225,000,000

自己株式     

　　　普通株式（注） 25,944,292 4,646,203 117,000 30,473,495
合計 25,944,292 4,646,203 117,000 30,473,495

（注）自己株式の増加株式数4,646,203株の内訳は、市場買付による4,645,700株および単元未満株式の買取による503株

です。減少株式数117,000株はストック・オプションの行使にともなう自己株式の処分117,000株です。

 

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
（親会社）

ストック・オプション

としての

新株予約権

－ 892

合計 － 892

３．配当に関する事項

(1）配当金の支払い

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月13日
取締役会

普通株式    5,175百万円   26円 平成20年３月31日平成20年６月２日

平成20年10月24日
取締役会

普通株式    5,057百万円   26円 平成20年９月30日平成20年11月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年５月15日
取締役会

普通株式   5,057百万円利益剰余金   26円 平成21年３月31日平成21年６月３日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※　 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

※　 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,709百万円

有価証券勘定 84,987百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△7,202百万円

取得日から償還日までの期間が３ヶ月を
超える債券等

△19,970百万円

現金及び現金同等物 75,524百万円

 

現金及び預金勘定 20,307百万円

有価証券勘定  13,999百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

 △6,079百万円

現金及び現金同等物  28,228百万円
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（リース取引関係）

（借手側）

Ⅰ　前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額

相当額
減価償却累計額相当額

期末残高

相当額

 （百万円） （百万円） （百万円）

機械装置 75 50 24

器具備品 1,433 938 494

合計 1,508 989 518

 

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 935 百万円

１年超 1,038 百万円

合計 1,974 百万円

  

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料 804 百万円

減価償却費相当額 764 百万円

支払利息相当額 17 百万円

  

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

 

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法に

ついては、利息法によっています。

 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 196 百万円

１年超 247 百万円

合計 444 百万円

 

Ⅱ　当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

主にコンピュータおよびその周辺機器です。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記

載のとおりです。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 2,499 百万円

１年超 4,686 百万円

合計 7,185 百万円

 

 （貸手側）

Ⅰ　前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末残高

　　　　　　　該当事項はありません。
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(2）未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　該当事項はありません。

 

(3）受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

　　　　　　　該当事項はありません。

 

(4）利息相当額の算定方法

　　　利息相当額の各連結会計年度への配分方法については、利息法によっています。

 

(5）転貸リースにかかる未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,258 百万円

１年超 1,636 百万円

合計 2,895 百万円

　　（注）上記転貸リースにかかる金額が、借手側未経過リース料期末残高相当額に含まれています。

 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 28 百万円

１年超 21 百万円

合計 49 百万円

 

Ⅱ　当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 9,227 百万円

１年超 17,697 百万円

合計 26,925 百万円
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（有価証券関係）

Ｉ　前連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成20年３月31日）

該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの）

(1）株式 3,205 21,514 18,309

(2）債券    

①国債・地方債等 3,999 4,000 0

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 384 410 25

小計 7,589 25,925 18,335

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの）

(1）株式 10,088 8,123 △1,965

(2）債券    

①国債・地方債等 3,992 3,992 △0

②社債 5,000 4,946 △53

③その他 － － －

(3）その他 663 628 △34

小計 19,744 17,690 △2,054

合計 27,333 43,615 16,281

（注）１．その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理をおこなった金額は589百万円であり、取得原

価には減損処理後の金額を記載しています。なお、時価のある株式については、原則として連結決

算日の時価が取得価額に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて、30％以上50％未満下落

した銘柄については回復可能性があると認められるものを除き、減損処理をおこなうこととして

います。

２．投資事業有限責任組合等に対する出資持分については、構成資産を時価評価したうえで、(3）その

他に含めて表示しています。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）
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売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

4,289 2,655 －

５．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 14,549

マネー・マネジメント・ファンド 4,585

フリー・ファイナンシャル・ファンド 14,579

キャッシュ・リザーブ・ファンド 10,954

コマーシャル・ペーパー 44,876

６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成20年３月31

日）
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１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

(1）債券     
①国債・地方債等 8,000 － － －
②社債 2,000 － － －
③その他 44,931 － － －
(2）その他 － － － －

合計 54,931 － － －

Ⅱ　当連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの）

(1）株式 1,417 11,744 10,326

(2）債券    

①国債・地方債等 3,000 3,000 0

②社債 9,028 9,056 28

(3）その他 13 13 0

小計 13,459 23,815 10,355

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの）

(1）株式 9,231 9,107 △124

(2）債券    

  社債 9,993 9,760 △233

(3）その他 697 623 △73

小計 19,922 19,491 △431

合計 33,382 43,306 9,924

（注）１．その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理をおこなった金額は4,286百万円であり、取得

原価には減損処理後の金額を記載しています。なお、時価のある株式については、原則として連結

決算日の時価が取得価額に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて、30％以上50％未満下

落した銘柄については回復可能性があると認められるものを除き、減損処理をおこなうこととし

ています。

２．投資事業有限責任組合等に対する出資持分については、構成資産を時価評価したうえで、(3）その

他に含めて表示しています。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）
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売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

2,040 372 －

５．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成21年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 14,623

キャッシュ・リザーブ・ファンド 12,000

６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成21年３月31

日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券     
①国債・地方債等 3,000 － － －
②社債 5,000 11,000 － －

合計 8,000 11,000 － －

  

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度

（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度

（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度および退職一時金制度を設けているほか、確定拠出

年金制度を設けています。従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、退職給付信託を

設定しています。

一部の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けているほか、確定拠出年金制度などを

設けています。

 

２．退職給付債務に関する事項

  

前連結会計年度

（平成20年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度

（平成21年３月31日）

（百万円）

(1）退職給付債務 △54,443 △57,241

(2）年金資産 30,390 27,304

(3）未積立退職給付債務（(1）＋ (2）） △24,053 △29,936

(4）未認識数理計算上の差異 1,183 7,020

(5）未認識過去勤務債務 △2,920 △2,726

(6）退職給付引当金（(3）＋ (4）＋ (5)） △25,790 △25,642

前連結会計年度

（平成20年３月31日）
 当連結会計年度

（平成21年３月31日）

（注）１．退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用してい

る子会社があります。

 （注）１．　　　　　同左

２.「(2）年金資産」には退職給付信託7,567百万円が含

まれています。

 ２.「(2）年金資産」には退職給付信託5,251

百万円が含まれています。

３.確定拠出年金制度への一部移行による資産移換は４

年間でおこなう予定です。当連結会計年度末時点の未

移換額は流動負債の「未払金」および固定負債の

「長期未払金」に計上しています。

 

４.上記の金額は、平成20年４月１日付の制度移行後のも

のです。
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３．退職給付費用に関する事項

  

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

（百万円）

(1）勤務費用 4,674 3,402

(2）利息費用 1,512 1,103

(3）期待運用収益 △701 △342

(4）数理計算上の差異の処理額 △572 △72

(5）過去勤務債務の費用処理額 － △194

(6）年金制度移行による退職給付引当金繰入額 9,567 －

(7）退職給付費用（(1）＋(2）＋(3）＋(4）＋(5）＋(6）) 14,479 3,896

(8）その他 338 1,385

 計 14,817 5,282

 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
　　至 平成20年３月31日）

 
当連結会計年度

（自 平成20年４月１日
　　至 平成21年３月31日）

（注）１．簡便法を採用している子会社の退職給付費用は、

「(1）勤務費用」に計上しています。

 （注）１．　　    　 同左

２．「(8）その他」は、確定拠出型年金等への拠出額です。 ２. 　　    　 同左

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

 

 

 

 

 

同左

(2）割引率 2.1％

(3）期待運用収益率 1.5％

(4）過去勤務債務の額の処理年数 15年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法による。）

(5）数理計算上の差異の処理年数 15年（各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数で定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から処理しています。）

(6）会計基準変更時差異の処理年数 移行連結会計年度に全額を処理しています。

 

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

 85/138



（ストック・オプション等関係）

Ⅰ　前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額および科目名

売上原価　　　　　　　　　　　281百万円

販売費及び一般管理費　　　　　274百万円

２．ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の
区分および人数

当社の取締役および執行役員
（31人）
当社国内子会社の取締役
（12人）

当社の取締役および執行役員
（33人）
当社国内子会社の取締役
（11人）

当社の取締役、執行役員および
従業員（役員待遇）
（34人）
当社国内子会社の取締役
（12人）

株式の種類別のストック・
オプション数（注）

普通株式 402,500株 普通株式 415,000株普通株式 422,500株

付与日 平成14年６月27日 平成15年８月12日 平成16年６月24日

権利確定条件
権利確定条件は付されてい
ません。

同　　左 同　　左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同　　左 同　　左

権利行使期間
自　平成16年７月１日
至　平成19年６月30日

自　平成17年７月１日
至　平成20年６月30日

自　平成18年７月１日
至　平成21年６月30日

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

付与対象者の
区分および人数

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（32人）
当社国内子会社の取締役
（12人）

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（36人）
当社国内子会社の取締役
（12人）

当社の取締役および執行役員
（36人）
当社国内子会社の取締役
（6人）

株式の種類別のストック・
オプション数（注）

普通株式 407,500株 普通株式 95,500株 普通株式 400,000株

付与日 平成17年７月１日 平成17年７月１日 平成18年９月11日

権利確定条件
権利確定条件は付されてい
ません。

同　　左 同　　左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同　　左 同　　左

権利行使期間
自　平成19年７月１日
至　平成22年６月30日

自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日

自　平成21年７月１日
至　平成25年６月30日

 第７回新株予約権 第８回新株予約権 第９回新株予約権

付与対象者の
区分および人数

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（40人）
当社国内子会社の取締役
（6人）

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（37人）
当社子会社の取締役
（６人）

当社の取締役、執行役員および
従業員（役員待遇）
（40人）
当社子会社の取締役
（６人）

株式の種類別のストック・
オプション数（注）

普通株式 94,500株 普通株式 422,500株 普通株式 96,500株

付与日 平成18年９月11日 平成19年７月10日 平成19年７月10日

権利確定条件
権利確定条件は付されてい
ません。

同　　左 同　　左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同　　左 同　　左

権利行使期間
自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日

自　平成22年７月１日
至　平成26年６月30日

自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日

（注）ストック・オプションの数を株式数に換算して記載しています。

  

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

 86/138



(2）ストック・オプションの規模およびその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しています。

①ストック・オプションの数

 
第１回
新株予約権

第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

権利確定前（株）        

前連結会計年度末 340,000 － － 407,500 － 400,00094,500
付与 － － － － － － －
失効 － － － － － － －
権利確定 340,000 － － 407,500 － － 94,500
未確定残 － － － － － 400,000 －

権利確定後（株）        

前連結会計年度末 － 81,000181,000 － 7,000 － －
権利確定 340,000 － － 407,500 － － 94,500
権利行使 － 58,500139,000167,5007,000 － 81,000
失効 340,000 － － － － － －
未行使残 － 22,50042,000240,000 － － 13,500

 
第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利確定前（株）   

前連結会計年度末 － －
付与 422,50096,500
失効 － －
権利確定 － －
未確定残 422,50096,500

権利確定後（株）   

前連結会計年度末 － －
権利確定 － －
権利行使 － －
失効 － －
未行使残 － －

（注）１．各新株予約権には権利確定条件を付していないため、権利行使期間が到来したストック・オプションについ

て、権利が確定したものとして記載しています。

２．前連結会計年度末のストック・オプションの数は、平成19年４月１日付の株式分割（１：５）による調整を

おこなっています。
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②単価情報

 
第１回
新株予約権

第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

権利行使価格（円） 3,583 2,018 2,284 2,319 1 3,282 1

行使時平均株価（円） － 3,542 3,314 3,467 3,312 － 3,583

付与日における公正な評

価単価（円）
－ － － － － 4,322 15,733

 
第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利行使価格（円） 3,680 1

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単価（円） 1,030 3,619

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりです。

①使用した評価技法　ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値および見積方法

 
第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

株価変動性 ※１ 33.0％ 28.9％
予想残存期間 ※２ ５年 １年６ヶ月
予想配当 ※３ 40円/株 40円/株
無リスク利子率 ※４ 1.548％ 0.968％

※１　第８回新株予約権は、５年間（平成14年７月から平成19年７月まで）、第９回新株予約権は、１年６ヶ月

間（平成18年１月から平成19年７月まで）の株価実績に基づき算定しています。

※２　合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点までの期間と推定しています。

※３　付与日における、平成20年３月期の予想年間配当額を使用しています。

※４　予想残存期間に対応する期間の、国債の利回りを使用しています。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、過去の失効実績に基づいて見積りをおこなっています。
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Ⅱ　当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額および科目名

売上原価　　　　　　　　　　　280百万円

販売費及び一般管理費　　　　　299百万円

２．ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の
区分および人数

当社の取締役および執行役員
（33人）
当社国内子会社の取締役
（11人）

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（34人）
当社国内子会社の取締役
（12人）

当社の取締役、執行役員および
従業員（役員待遇）
（32人）
当社国内子会社の取締役
（12人）

株式の種類別のストック・
オプション数（注）

普通株式 415,000株普通株式 422,500株 普通株式 407,500株

付与日 平成15年８月12日 平成16年６月24日 平成17年７月１日

権利確定条件
権利確定条件は付されてい
ません。

同　　左 同　　左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同　　左 同　　左

権利行使期間
自　平成17年７月１日
至　平成20年６月30日

自　平成18年７月１日
至　平成21年６月30日

自　平成19年７月１日
至　平成22年６月30日

 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

付与対象者の
区分および人数

当社の取締役および執行役員
（36人）
当社国内子会社の取締役
（6人）

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（40人）
当社国内子会社の取締役
（6人）

 当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（37人）
当社子会社の取締役
（６人）

株式の種類別のストック・
オプション数（注）

普通株式 400,000株 普通株式 94,500株 普通株式 422,500株

付与日 平成18年９月11日 平成18年９月11日  平成19年７月10日

権利確定条件
権利確定条件は付されてい
ません。

同　　左 同　　左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同　　左 同　　左

権利行使期間
自　平成21年７月１日
至　平成25年６月30日

自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日

自　平成22年７月１日
至　平成26年６月30日

 第９回新株予約権 第10回新株予約権 第11回新株予約権

付与対象者の
区分および人数

当社の取締役、執行役員およ
び従業員（役員待遇）
（40人）
当社子会社の取締役
（６人）

当社の取締役および執行役員
（36人）
当社子会社の取締役
（6人）

当社の取締役、執行役員および
従業員（役員待遇）
（39人）
当社子会社の取締役
（６人）

株式の種類別のストック・
オプション数（注）

普通株式 96,500株 普通株式 417,500株 普通株式 95,500株

付与日 平成19年７月10日 平成20年７月８日  平成20年７月８日 

権利確定条件
権利確定条件は付されてい
ません。

同　　左 同　　左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり
ません。

同　　左 同　　左

権利行使期間
自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日

自　平成23年７月１日
至　平成27年６月30日

自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日

（注）ストック・オプションの数を株式数に換算して記載しています。
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(2）ストック・オプションの規模およびその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しています。

①ストック・オプションの数

 
第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利確定前（株）        

前連結会計年度末 － － － 400,000 － 422,50096,500
付与 － － － － － － －
失効 － － － － － － －
権利確定 － － － － － － 96,500
未確定残 － － － 400,000 － 422,500 　－

権利確定後（株）        

前連結会計年度末 22,50042,000240,000 － 13,500 － －
権利確定 － － － － － － 96,500
権利行使 15,000 3,000 15,500 － 13,500 － 70,000
失効 7,500 － － － － － －
未行使残 － 39,000224,500 － － － 26,500

 
第10回
新株予約権

第11回
新株予約権

権利確定前（株）   

前連結会計年度末 － －
付与 417,50095,500
失効 － －
権利確定 － －
未確定残 417,50095,500

権利確定後（株）   

前連結会計年度末 － －
権利確定 － －
権利行使 － －
失効 － －
未行使残 － －

（注）各新株予約権には権利確定条件を付していないため、権利行使期間が到来したストック・オプションについて、

権利が確定したものとして記載しています。
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②単価情報

 
第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利行使価格（円） 2,018 2,284 2,319 3,282 1 3,680 1

行使時平均株価（円） 2,705 2,380 2,466 － 2,479 － 2,096

付与日における公正な評

価単価（円）
－ － － 4,322 15,733 1,030 3,619

 
第10回
新株予約権

第11回
新株予約権

権利行使価格（円） 2,650 1

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単価（円） 631 2,572

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりです。

①使用した評価技法　ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値および見積方法

 
第10回
新株予約権

第11回
新株予約権

株価変動性 ※１ 31.5％ 36.5％
予想残存期間 ※２ ５年 １年６ヶ月
予想配当 ※３ 52円/株 52円/株
無リスク利子率 ※４ 1.290％ 0.805％

※１　第10回新株予約権は、５年間（平成15年７月から平成20年７月まで）、第11回新株予約権は、１年６ヶ月

間（平成19年１月から平成20年７月まで）の株価実績に基づき算定しています。

※２　合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点までの期間と推定しています。

※３　付与日における、平成21年３月期の予想年間配当額を使用しています。

※４　予想残存期間に対応する期間の、国債の利回りを使用しています。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、過去の失効実績に基づいて見積りをおこなっています。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）

当連結会計年度

（平成21年３月31日）

繰延税金資産       

賞与引当金繰入額否認  4,662  4,856 

未払事業所税否認  123  126 

未払事業税否認  1,012  1,041 

退職給付引当金超過額  15,102  14,400 

減価償却費等の償却超過額  6,426  8,800 

少額固定資産費否認  459  353 

進行基準調整額  101  85 

その他  1,509  1,943  

繰延税金資産合計  29,399  31,607 

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △6,595  △3,998 

プログラム等準備金  △1,832  △884 

固定資産圧縮積立金  △98  △147 

在外子会社の留保利益に対する税効果  △919  △140 

その他  △4   △2  

繰延税金負債合計  △9,451  △5,173 

繰延税金資産（△負債）の純額  19,948  26,434 

       

（注）繰延税金資産（△負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれています。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）

当連結会計年度

（平成21年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 6,837 7,307

固定資産－繰延税金資産 13,115 19,128

固定負債－繰延税金負債 △4 △2

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

   　　　　　 （単位：％）

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

法定実効税率

連結財務諸表規則第15

条の５第３項の規定に

基づき記載を省略して

います。

 40.6 

 

△0.5 

1.1 

5.0 

△1.8 

0.1 

44.5 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  

交際費等永久に損金に算入されない項目  

将来の解消見込みが不明のため一時差異認識し

ない投資有価証券評価損等
 

在外子会社からの受取配当金益金不算入制度の

創設にともなう繰延税金負債の取崩
 

その他  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

コンサルティン

グサービス

ＩＴソリュー

ションサービス
計 消去又は全社 連結

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

１．売上高及び営業利益      

(1）外部顧客に対する売上高 30,333 311,955342,289 － 342,289

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
393 1,025 1,419 (1,419) －

計 30,727 312,981343,708 (1,419)342,289

営業費用 26,588 264,456291,044 (1,419)289,624

営業利益 4,139 48,525 52,664 0 52,664

２．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 19,500 186,593206,093156,354362,447

減価償却費 388 16,128 16,517 － 16,517

資本的支出 584 35,854 36,438 － 36,438

 

 

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

コンサルティン

グサービス

ＩＴソリュー

ションサービス
計 消去又は全社 連結

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

１．売上高及び営業利益      

(1）外部顧客に対する売上高 32,866 308,413341,279 － 341,279

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
527 942 1,470 (1,470) －

計 33,394 309,356342,750 (1,470)341,279

営業費用 29,267 263,768293,036 (1,470)291,566

営業利益 4,126 45,587 49,713 (0) 49,713

２．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 18,980 241,316260,297 94,190354,487

減価償却費 490 20,272 20,763 － 20,763

資本的支出 356 69,726 70,083 － 70,083

（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要なサービスの名称

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しています。

コンサルティングサービス…………リサーチ、経営コンサルティング、システムコンサルティング　等

ＩＴソリューションサービス………システム開発・パッケージソフトの製品販売、

アウトソーシング・ビューロー・情報提供サービス、

システム機器等の商品販売　等

２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度は156,628百万円、当連結会計年

度は94,680百万円であり、その主なものは、当社が管理する当社グループの余資運用資金および投資有価証券

です。

３．会計処理の方法の変更

（前連結会計年度）

　　　法人税法の改正にともない、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。この結果、従来の方法と比較して、「コンサル

ティングサービス」について営業費用は16百万円多く、営業利益は16百万円少なく計上され、「ＩＴ
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    ソリューションサービス」について営業費用は487百万円多く、営業利益は487百万円少なく計上されていま 

す。

また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。この結果、従来の方法と比較して、

「コンサルティングサービス」について営業費用は４百万円多く、営業利益は４百万円少なく計上され、「Ｉ

Ｔソリューションサービス」について営業費用は136百万円多く、営業利益は136百万円少なく計上されてい

ます。

    （当連結会計年度）

    　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社および連結子会社におい

て、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を、当連

結会計年度より適用しています。

　これにより、当連結会計年度のＩＴソリューションサービスの営業利益が174百万円増加しています。コンサ

ルティングサービスへの影響は軽微です。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

国内セグメントの売上高等が全セグメントの売上高等の合計額の90％超であるため、記載を省略していま

す。

当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

国内セグメントの売上高等が全セグメントの売上高等の合計額の90％超であるため、記載を省略していま

す。

【海外売上高】

前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しています。

当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しています。
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【関連当事者情報】

Ｉ　前連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）およ

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を早

期適用しています。これによる開示対象範囲の変更はありません。

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

１．連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主等

種　類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の
内　容

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との関係
 

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

野村ホール
ディングス㈱

東京都
中央区

182,799持株会社

(被所有)
直接

6.5
間接

31.1

コンサルティング
サービス、ＩＴソ
リューションサービ
スの提供先
 
役員の兼任等
　転籍２人
 

システム開発・運
用サービス等の提
供
（注）２

84,413

売掛金
および
開発等
未収収益

14,262

（注）１．取引金額は消費税等を含んでいませんが、残高は消費税等を含んでいます。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等は以下のとおりです。

コンサルティングサービスおよびＩＴソリューションサービス取引は、システムの開発・維持、調査研究等

にかかる業務を受託しているものであり、取引の条件は、コンピュータの運営維持にかかる費用、調査研究

費用等を勘案し、取引ごとに決定しています。

２．連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等および連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

会社等

種　類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の
内　容

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との関係
 

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社
 

野村信託銀行
㈱

東京都
千代田区

30,000
銀行業
信託業

(被所有)
直接

－
間接

－
（注）２

コンサルティング
サービス、ＩＴソ
リューションサービ
スの提供先
 
役員の兼任等
１人
 

自己株式取得に
かかる金銭の信
託
（信託手数料）
（注）３

15,010
（5)

－ －

（注）１．取引金額は消費税等を含んでいません。

２．野村信託銀行㈱は、当社の「その他の関係会社」である野村ホールディングス㈱が全議決権を有していま

す。

３．信託手数料は、一般に適用されている手数料と同様の水準となっています。
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３．連結財務諸表提出会社の役員および主要株主等

種　類 氏　　　　名 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

職　　業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係

取引内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役　員 大野　健 － －

当社取締役
 
エヌ・
アール・ア
イ・
シェアード
サービス㈱
取締役会長
（注）２

(被所有)
直接

0.0
－

ストックオプ
ションの付与
（注）１

14
新株
予約権

11

（注）１．子会社取締役を兼務する当社取締役（平成19年８月31日付で辞任）に対し、子会社取締役として当社が付

与したストックオプションとしての新株予約権を記載しています。

２．平成19年10月に、エヌ・アール・アイ・シェアードサービス㈱の名称をＮＲＩワークプレイスサービス㈱

に変更しました。

３．上記の取引金額には、当連結会計年度において付与したストックオプションとしての新株予約権の公正評

価額を記載しています。
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Ⅱ　当連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

１．連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主等

種　類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内
　容

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

野村ホール
ディングス㈱

東京都
中央区

321,764持株会社

(被所有)
直接

6.7
間接

31.9

コンサルティン
グサービス、Ｉ
Ｔソリューショ
ンサービスの提
供先
 
役員の兼任等
　転籍１人
 

 
システム開発・運
用サービス等の提
供
（注）２
 
 
 
国内証券リテール
業務バックオフィ
ス系情報システム
のハードウエアお
よびソフトウエア
の取得
（注）３
 

74,070
 
 
 
 
 
 
 

38,419
 
 
 

売掛金
および
開発等
未収収益
 
 
 
 
 
  －

 
 
  

  

10,919
 
 
 
 
 
 
 
－
 
 

（注）１．取引金額は消費税等を含んでいませんが、残高は消費税等を含んでいます。

２．システムの開発・維持、調査研究等にかかる業務を受託しているものであり、取引の条件は、コンピュータ

の運営維持にかかる費用、調査研究費用等を勘案し、取引ごとに決定しています。

３．野村ホールディングス㈱および野村證券㈱の両社と当社の３社間における資産譲渡契約に基づき、当社が

両社の保有する資産を一体として取得するものであり、取引の条件は、当該資産の価値などを勘案し、協議

のうえ決定しています。取引金額は、一体として取得した資産の取得価額です。

 

２．連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等および連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

会社等

種　類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の
内　容

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の

関係会社

の子会社

 

 

野村證券㈱
東京都
中央区

10,000証券業

(被所有)
直接

0.0
間接

－
（注）２

コンサルティ
ングサービス、
ＩＴソリュー
ションサービ
スの提供先
 
役員の兼任等
　転籍１人
 

国内証券リテール
業務バックオフィ
ス系情報システム
のハードウエアお
よびソフトウエア
の取得

（注）３

（注）３ （注）３ （注）３

野村信託銀行
㈱

東京都
千代田区

30,000
銀行業
信託業

(被所有)
直接

－
間接

－
（注）２

コンサルティ
ングサービス、
ＩＴソリュー
ションサービ
スの提供先
 
役員の兼任等
１人
 

自己株式取得にか
かる金銭の信託
（信託手数料）
（注）４

15,010
（8)

－ －

（注）１．取引金額は消費税等を含んでいません。

２．野村證券㈱および野村信託銀行㈱は、当社の「その他の関係会社」である野村ホールディングス㈱が全議

決権を有しています。

３．上記「１．連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主等」（注）３に記載されたものと同一の取引です。

４．信託手数料は、一般に適用されている手数料と同様の水準となっています。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．１株当たり純資産額 １．１株当たり純資産額

1,038.68円         1,051.65円

２．１株当たり当期純利益 ２．１株当たり当期純利益

138.52円       125.54円

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

138.30円

当社は、平成19年４月１日付で株式１株につき

５株の株式分割をおこなっています。当該株式分割が前

期首におこなわれたと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。

(1）１株当たり純資産額 1,060.84円

(2）１株当たり当期純利益 132.95円

(3）潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
132.70円

      125.46円

 

（注）１．１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．１株当たり当期純利益

(1）当期純利益

28,157百万円

１．１株当たり当期純利益

(1）当期純利益

      24,513百万円

(2）普通株主に帰属しない金額

－百万円

(2）普通株主に帰属しない金額

 －百万円

(3）普通株式にかかる当期純利益

28,157百万円

(3）普通株式にかかる当期純利益

      24,513百万円

(4）期中平均株式数

203,281,201株

(4）期中平均株式数

           195,265,802株

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(1）当期純利益調整額

－百万円

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(1）当期純利益調整額

 －百万円

(2）普通株式増加数

323,993株

(2）普通株式増加数

       129,442株
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３．希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

(1）平成14年６月27日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　325,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,583円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

 3,351.45円

(2）平成18年12月１日発行の新株予約権付社債

①新株予約権の目的となる株式の数 11,836,410株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり4,224円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

3,501.71円

(3）平成19年７月10日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　415,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,680円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

3,550.90円

 

３．希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

(1）平成16年６月24日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　　39,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり2,284円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円

(2）平成17年７月１日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　 224,500株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり2,319円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円

(3）平成18年９月11日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　 392,500株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,282円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円

(4）平成18年12月１日発行の新株予約権付社債

①新株予約権の目的となる株式の数  11,836,410株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり4,224円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円

(5）平成19年７月10日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数     415,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,680円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円

(6）平成20年７月８日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数     417,500株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり2,650円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

                                      1,865.36円

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．純資産の部の合計額

207,363百万円

１．純資産の部の合計額

       205,466百万円

２．純資産の部から控除する金額

608百万円

２．純資産の部から控除する金額

   892百万円

(うち、新株予約権）

(608百万円)

(うち、新株予約権）

(892百万円)

３．普通株式にかかる当連結会計年度末の純資産額

206,755百万円

３．普通株式にかかる当連結会計年度末の純資産額

       204,574百万円
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年

度末の普通株式の数

199,055,708株

４．１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年

度末の普通株式の数

           194,526,505株

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（自己株式の取得）

平成20年５月13日開催の取締役会において、会社法第459

条第１項の規定による定款の定めに基づき、資本効率の向

上、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の一環と

して、自己株式を取得することを決議しました。

また、当該決議に基づき、平成20年５月14日から平成20年

６月13日まで（約定ベース）に、以下のとおり自己株式を

取得しました。

──────　　　 

１．取得対象株式の種類　　　　当社普通株式

２．取得した株式の総数　　　　 4,645,700株

３．株式の取得価額の総額　　　11,869百万円

４．取得方法　　　　　　　　　東京証券取引所に

おける市場買付
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前年度末残高

（百万円）

当年度末残高

（百万円）

利率

（％）
担保 償還期限 

当社
第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債

平成18年

12月１日
49,997 49,997－ なし

平成26年

３月31日

計 － － 49,997 49,997－ － －

（注）１．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりです。

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円） 4,224

発行価額の総額（百万円） 50,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の

総額（百万円）
3

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間 自　平成19年１月４日

至　平成26年３月28日

代用払込みに関する事項 各新株予約権の行使に際しては、当該各新株予約権にかかる社

債を出資するものとし、当該社債の価額は、その払込金額（金

100万円）と同額とする。

２．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。

 １年以内

（百万円） 

 １年超２年以内

（百万円） 

 ２年超３年以内

（百万円） 

 ３年超４年以内

（百万円） 

 ４年超５年以内

（百万円）

　　　　　　 － 　　　　　　 － 　　　　　　 － 　　　　　　 － 　　　　 49,997

 

【借入金等明細表】

 区分
 前年度末残高

（百万円）

 当年度末残高

（百万円）

平均利率

（％）
 返済期限

 １年以内に返済予定のリース債務  －  655  3.15  －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  414  3.86
 平成22年～

 平成26年

 計  －  1,070  －  －

(注）１．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

 　　２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下　　

のとおりです。

 
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

 リース債務 256  123 29 5
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報 

  

第１四半期

(自平成20年４月１日　　

至平成20年６月30日)

第２四半期

(自平成20年７月１日　

至平成20年９月30日)

第３四半期

(自平成20年10月１日　

至平成20年12月31日)

第４四半期

(自平成21年１月１日　

至平成21年３月31日)

売上高（百万円）  79,495  85,789  85,923  90,071

税金等調整前四半期

純利益金額（百万円）
 10,566  14,061  13,133  6,419

四半期純利益金額

（百万円）
 6,051  8,181  7,419  2,861

１株当たり四半期純利

益金額（円）
 30.63  42.07  38.14  14.71
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,860 8,583

売掛金 ※1
 59,235

※
 54,515

開発等未収収益 17,941 20,133

有価証券 84,987 13,999

商品 60 142

仕掛品 34 4

前払費用 1,215 1,741

繰延税金資産 6,160 6,681

その他 273 990

貸倒引当金 △76 △74

流動資産合計 176,693 106,717

固定資産

有形固定資産

建物 54,102 56,635

減価償却累計額 △25,527 △28,490

建物（純額） 28,575 28,144

構築物 1,140 1,145

減価償却累計額 △713 △751

構築物（純額） 427 394

機械及び装置 24,345 26,920

減価償却累計額 △16,176 △17,761

機械及び装置（純額） 8,168 9,158

工具、器具及び備品 21,114 21,393

減価償却累計額 △13,397 △14,448

工具、器具及び備品（純額） 7,717 6,945

土地 9,486 9,486

リース資産 － 904

減価償却累計額 － △833

リース資産（純額） － 70

有形固定資産合計 54,375 54,200

無形固定資産

ソフトウエア 22,755 59,019

ソフトウエア仮勘定 6,555 14,487

その他 540 519

無形固定資産合計 29,851 74,026
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 46,473 55,356

関係会社株式 9,210 10,245

長期貸付金 7,372 7,481

従業員に対する長期貸付金 215 176

リース投資資産 － 439

差入保証金 11,347 10,922

繰延税金資産 13,342 18,622

その他 ※2
 2,474 2,672

貸倒引当金 △0 △117

投資その他の資産合計 90,436 105,801

固定資産合計 174,663 234,028

資産合計 351,356 340,745

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 33,670

※
 29,424

リース債務 － 401

未払金 6,881 4,637

未払費用 4,075 3,506

未払法人税等 11,305 12,219

未払消費税等 619 －

前受金 3,510 4,525

関係会社預り金 9,814 10,287

賞与引当金 10,400 10,900

その他 921 895

流動負債合計 81,198 76,798

固定負債

新株予約権付社債 49,997 49,997

リース債務 － 236

長期未払金 4,512 2,938

退職給付引当金 25,337 25,130

受入保証金 830 829

固定負債合計 80,677 79,131

負債合計 161,875 155,929
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,600 18,600

資本剰余金

資本準備金 14,800 14,800

その他資本剰余金 84 174

資本剰余金合計 14,884 14,974

利益剰余金

利益準備金 570 570

その他利益剰余金

プログラム等準備金 2,678 1,294

固定資産圧縮積立金 144 215

別途積立金 172,070 187,070

繰越利益剰余金 31,436 28,100

利益剰余金合計 206,900 217,251

自己株式 △61,161 △72,753

株主資本合計 179,223 178,072

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,649 5,850

評価・換算差額等合計 9,649 5,850

新株予約権 608 892

純資産合計 189,481 184,815

負債純資産合計 351,356 340,745
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

総合情報サービス 309,133 311,940

商品売上高 18,799 12,757

売上高合計 ※1
 327,933

※1
 324,697

売上原価

総合情報サービス 215,653 221,069

商品売上原価 15,179 10,512

売上原価合計 ※1
 230,833

※1
 231,582

売上総利益 97,099 93,115

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 10 114

広告宣伝費 900 728

交際費 675 637

役員報酬 838 886

給料及び手当 13,691 14,451

賞与引当金繰入額 3,198 3,441

退職給付費用 1,489 1,511

福利厚生費 2,650 2,829

教育研修費 1,308 1,472

不動産賃借料 3,729 4,028

保守修繕費 361 507

水道光熱費 625 684

事務委託費 11,992 10,590

旅費及び交通費 1,366 1,262

通信費 586 579

器具備品費 2,135 1,121

事務用品費 201 126

情報資料費 314 324

租税公課 1,065 939

減価償却費 1,123 790

雑費 672 1,043

販売費及び一般管理費合計 ※2
 48,938

※2
 48,074

営業利益 48,161 45,041
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外収益

受取利息 153 154

有価証券利息 642 513

受取配当金 1,279 ※1
 1,769

投資事業組合運用益 75 －

その他 249 150

営業外収益合計 2,400 2,587

営業外費用

支払利息 ※1
 54

※1
 91

投資事業組合運用損 7 63

その他 153 152

営業外費用合計 214 307

経常利益 50,346 47,321

特別利益

投資有価証券売却益 ※3
 2,655

※3
 372

関係会社株式売却益 － ※3
 357

特別利益合計 2,655 730

特別損失

ソフトウエア評価損 － ※4
 3,050

投資有価証券評価損 ※4
 617

※4
 3,758

関係会社株式評価損 － ※4
 2,327

退職給付引当金繰入額 ※4
 9,567 －

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 266

特別損失合計 10,184 9,402

税引前当期純利益 42,817 38,648

法人税、住民税及び事業税 21,163 21,270

法人税等調整額 △3,548 △3,204

法人税等合計 17,614 18,065

当期純利益 25,202 20,583

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

108/138



【製造原価明細書】

(a）総合情報サービス売上原価

  

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

区分 注記番号
金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

Ⅰ　労務費   45,38520.3 46,29320.0

Ⅱ　外注費   122,78254.8 124,60153.9

Ⅲ　経費        

１．システム運用経費  30,843  30,804  

２．不動産関係費  8,878  9,338  

３．減価償却費  9,581  12,738  

４．その他  6,49855,80024.9 7,54360,42526.1

当期総製造費用   223,968100.0 231,320100.0

Ⅳ　期首仕掛品原価   －   34 

Ⅴ　ソフトウエア振替高   △13,397  △16,516 

Ⅵ　仕掛品振替高   △34  △4 

Ⅶ　ソフトウエア償却高   5,117  6,235 

当期総合情報サービス売上原価   215,653  221,069 

        

(b）商品売上原価

  

前事業年度

（自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日）

区分 注記番号
金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

Ⅰ　期首たな卸高   287 1.9 60 0.6

Ⅱ　当期仕入高   14,95298.1 10,59499.4

合計   15,240100.0 10,655100.0

Ⅲ　期末たな卸高   60  142 

当期商品売上原価   15,179  10,512 

        

原価計算の方法

当社の原価計算は、個別原価計算によっています。なお、労務費および一部の経費については予定原価を適用し、原価

差額については期末において調整計算をおこなっています。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 18,600 18,600

当期末残高 18,600 18,600

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 14,800 14,800

当期末残高 14,800 14,800

その他資本剰余金

前期末残高 － 84

当期変動額

自己株式の処分 84 90

当期変動額合計 84 90

当期末残高 84 174

資本剰余金合計

前期末残高 14,800 14,884

当期変動額

自己株式の処分 84 90

当期変動額合計 84 90

当期末残高 14,884 14,974

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 570 570

当期末残高 570 570

その他利益剰余金

プログラム等準備金

前期末残高 4,431 2,678

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 △1,752 △1,384

当期変動額合計 △1,752 △1,384

当期末残高 2,678 1,294

特別償却準備金

前期末残高 33 －

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △33 －

当期変動額合計 △33 －

当期末残高 － －

固定資産圧縮積立金

前期末残高 73 144

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 71 71

当期変動額合計 71 71

当期末残高 144 215
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

別途積立金

前期末残高 127,070 172,070

当期変動額

別途積立金の積立 45,000 15,000

当期変動額合計 45,000 15,000

当期末残高 172,070 187,070

繰越利益剰余金

前期末残高 58,886 31,436

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 1,752 1,384

特別償却準備金の取崩 33 －

固定資産圧縮積立金の積立 △71 △71

別途積立金の積立 △45,000 △15,000

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 25,202 20,583

当期変動額合計 △27,449 △3,335

当期末残高 31,436 28,100

利益剰余金合計

前期末残高 191,065 206,900

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 25,202 20,583

当期変動額合計 15,834 10,350

当期末残高 206,900 217,251

自己株式

前期末残高 △47,157 △61,161

当期変動額

自己株式の取得 △15,000 △11,870

自己株式の処分 997 278

当期変動額合計 △14,003 △11,592

当期末残高 △61,161 △72,753

株主資本合計

前期末残高 177,308 179,223

当期変動額

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 25,202 20,583

自己株式の取得 △15,000 △11,870

自己株式の処分 1,081 368

当期変動額合計 1,915 △1,150

当期末残高 179,223 178,072
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 22,193 9,649

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△12,544 △3,798

当期変動額合計 △12,544 △3,798

当期末残高 9,649 5,850

評価・換算差額等合計

前期末残高 22,193 9,649

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△12,544 △3,798

当期変動額合計 △12,544 △3,798

当期末残高 9,649 5,850

新株予約権

前期末残高 307 608

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 300 284

当期変動額合計 300 284

当期末残高 608 892

純資産合計

前期末残高 199,809 189,481

当期変動額

剰余金の配当 △9,368 △10,232

当期純利益 25,202 20,583

自己株式の取得 △15,000 △11,870

自己株式の処分 1,081 368

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,243 △3,514

当期変動額合計 △10,327 △4,665

当期末残高 189,481 184,815
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【重要な会計方針】
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準および評価方法

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

１．有価証券の評価基準および評価方法

売買目的有価証券

同左

満期保有目的の債券

償却原価法

満期保有目的の債券

同左

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式および関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準および評価方法

時価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

同左

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

個別法による原価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）については定額法）を採用していま

す。なお、技術進歩による陳腐化の著しい一部の資産につ

いては、個別見積りによる耐用年数を採用しています。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　 15～50年

機械及び装置　　　 ３～15年

工具、器具及び備品 ３～６年

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

(2）無形固定資産

販売目的ソフトウエアについては、残存有効期間に

基づく均等配分額を下限として見込販売数量もしくは

見込販売収益に基づく償却方法によっています。なお、

残存有効期間は原則として３年です。

また、顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエ

アについては、利用可能期間に基づく定額法により償

却しています。なお、利用可能期間は最長５年です。

その他の無形固定資産については、定額法を採用し

ています。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

 

 

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる有

形リース資産については、リース期間を耐用年数とす

る定率法を採用しています。また、無形リース資産につ

いては、リース期間を耐用年数とする定額法を採用し

ています。 
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しています。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支払いに充てるため、支給見込額を

計上しています。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当事業年度において発生していると認められる額を

計上しています。

会計基準移行時差異については、移行年度に全額を

処理しています。

過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法に

より処理しています。

数理計算上の差異については、発生時における従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）で定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から処

理しています。

(3）退職給付引当金

同左 

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっています。

６．　　　　　　──────

７．収益および費用の計上基準

リサーチ・コンサルプロジェクト、システム開発プロ

ジェクトについては原則として進行基準を、その他のプ

ロジェクトについては実現基準を適用しています。

なお、期末日現在未完成のプロジェクトにかかる

進行基準の適用にともなう売上高相当額については、

貸借対照表上、「開発等未収収益」として計上していま

す。

７．収益および費用の計上基準

同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式

によっています。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

有形固定資産の減価償却の方法

法人税法の改正にともない、当事業年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更していま

す。これにより、営業利益、経常利益、および税引前当期

純利益はそれぞれ470百万円減少しています。

１．重要な資産の評価基準および評価方法の変更

　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

個別法による原価法によっていましたが、当事業年度よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号平成18年７月５日公表分）が適用されたことにと

もない、個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定

しています。これによる当事業年度への影響は軽微です。

　　

──────

 

２．リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によって

いましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正））を、当事業年度

より適用し、通常の売買取引にかかる方法に準じた会計

処理によっています。

    これにより、当事業年度の営業利益が146百万円、経常

利益が139百万円増加し、税引前当期純利益が127百万円

減少しています。

──────

 

３．「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その

3）」　の適用

　　「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その3）（企

業会計基準第19号　平成20年7月31日）が平成21年3月31

日以前に開始する会計年度にかかる財務諸表から適用で

きることになったことにともない、当事業年度から同会

計基準を適用しています。これによる当事業年度への影

響はありません。 
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【追加情報】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有形固定資産の減価償却の方法

平成19年度の法人税法改正にともない、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しています。これにより、営業利益、経常利

益および税引前当期純利益がそれぞれ140百万円減少して

います。

　　　　　　　　　──────

２．退職給付制度

当社は、確定給付型の制度としての適格退職年金制度

および退職一時金制度と、確定拠出年金制度を設けてい

ましたが、平成20年４月１日付で適格退職年金制度およ

び退職一時金制度の一部を、確定拠出年金制度および確

定給付企業年金制度に移行しました。当該移行にともな

い「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）および「退職給付制度間の移

行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第２号）を適用しており、この結果、特別損失（退職給

付引当金繰入額）を9,567百万円計上しています。

　　　　　　　　──────

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するもの

※　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するもの

売掛金 15,237百万円

買掛金 2,591百万円

 

売掛金     11,641百万円

買掛金      2,415百万円

 

※２　投資その他の資産のその他

ゴルフ会員権の預託保証金に対する貸倒引当金相当

額65百万円を相殺のうえ表示しています。

　　　　　　　　　──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　関係会社との取引にかかるもの ※１　関係会社との取引にかかるもの

売上高 93,213百万円

外注費 14,842百万円

支払利息 54百万円
 

売上高     85,211百万円

外注費     13,717百万円

受取配当金       760百万円

支払利息   84百万円
 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費 ※２　一般管理費に含まれる研究開発費

研究開発費 4,710百万円
 

研究開発費      3,908百万円
 

※３　特別利益の内容

投資有価証券売却益

主として㈱セブン銀行株式、㈱ネットマークス株式

および㈱アルゴ21株式の売却にともなうものです。

※３　特別利益の内容

(1）投資有価証券売却益

　㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ株式の売却

によるものです。

(2）関係会社株式売却益

　主として㈱インステクノ株式の売却によるもの

です。

※４　特別損失の内容

(1）投資有価証券評価損

主として藍澤證券㈱株式の減損にともなうもの

です。

(2）退職給付引当金繰入額

年金制度の改定にともなうものです。

 

※４　特別損失の内容

(1）ソフトウエア評価損

  金融危機による事業環境の急激な悪化を受け、金

融サービス業向けソフトウエアの評価損を計上した

ものです。

(2）投資有価証券評価損

　主として㈱セブン＆アイ・ホールディングス株式

の減損によるものです。

(3）関係会社株式評価損

　㈱ユビークリンク株式と野村ホールディングス㈱

株式の減損によるものです。
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（株主資本等変動計算書関係）

Ⅰ　前事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株）

当事業年度増加
株式数(株）

当事業年度減少
株式数(株）

当事業年度末
株式数(株）

自己株式
普通株式（注）

4,291,62022,106,382 453,710 25,944,292

合計 4,291,62022,106,382 453,710 25,944,292

（注）自己株式の増加株式数22,106,382株の内訳は、株式分割による17,166,480株、市場買付による4,939,600

株および単元未満株式の買取による302株です。減少株式数453,710株はストック・オプションの行使に

ともなう自己株式の処分453,000株および新株予約権付社債の転換にともなう710株です。

 

Ⅱ　当事業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株）

当事業年度増加
株式数(株）

当事業年度減少
株式数(株）

当事業年度末
株式数(株）

自己株式
普通株式（注）

25,944,2924,646,203 117,000 30,473,495

合計 25,944,2924,646,203 117,000 30,473,495

（注）自己株式の増加株式数4,646,203株の内訳は、市場買付による4,645,700株および単元未満株式の買取に

よる503株です。減少株式数117,000株はストック・オプションの行使にともなう自己株式の処分

117,000株です。

 

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

119/138



（リース取引関係）

（借手側）

Ⅰ　前事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額

相当額
減価償却累計額相当額

期末残高

相当額

 （百万円） （百万円） （百万円）

機械装置 75 50 24

器具備品 997 719 277

合計 1,072 770 302

 

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 464 百万円

１年超 524 百万円

合計 988 百万円

  

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料 672 百万円

減価償却費相当額 634 百万円

支払利息相当額 14 百万円

  

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

 

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年度への配分方法につい

ては、利息法によっています。

 

Ⅱ　当事業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

　１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

　主にコンピュータおよびその周辺機器です。

　②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

 

　２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 2,310 百万円

１年超 4,395 百万円

合計 6,705 百万円

 

EDINET提出書類

株式会社野村総合研究所(E05062)

有価証券報告書

120/138



 （貸手側）

Ⅰ　前事業年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末残高

　　　　　　　該当事項はありません。

 

２．未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　該当事項はありません。

 

３．受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

　　　　　　　該当事項はありません。

 

４．利息相当額の算定方法

　利息相当額の各事業年度への配分方法については、利息法によっています。

 

５．転貸リースにかかる未経過リース料期末残高相当額

１年内 328 百万円

１年超 417 百万円

合計 745 百万円

　　（注）上記転貸リースにかかる金額が、借手側未経過リース料期末残高相当額に含まれています。

 

Ⅱ　当事業年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 9,073 百万円

１年超 17,651 百万円

合計 26,724 百万円
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（有価証券関係）

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

前事業年度（平成20年３月31日）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
当事業年度

（平成21年３月31日）

繰延税金資産       

賞与引当金繰入額否認  4,225  4,427 

未払事業所税否認  116  118 

未払事業税否認  918  947 

退職給付引当金超過額  14,918  14,192 

減価償却費等の償却超過額  6,064  8,493 

少額固定資産費否認  397  310 

進行基準調整額  101
 

 85
 

その他  1,285  1,759

繰延税金資産合計  28,027  30,334 

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △6,595  △3,998 

プログラム等準備金  △1,830  △884 

固定資産圧縮積立金  △98  △147 

繰延税金負債合計  △8,525  △5,030 

繰延税金資産（△負債）の純額  19,502  25,303 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

   　　　　　 （単位：％）

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
 

当事業年度
（平成21年３月31日）

法定実効税率

財務諸表等規則第８条

の12第３項の規定に基

づき、記載を省略してい

ます。

 40.6 

 

△1.3 

1.0 

6.3 

0.2 

46.7 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  

交際費等永久に損金に算入されない項目  

将来の解消見込みが不明のため一時差異認識し

ない投資有価証券評価損等
 

その他  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．１株当たり純資産額

948.85円

１．１株当たり純資産額

      945.49円

２．１株当たり当期純利益

123.98円

２．１株当たり当期純利益

      105.41円

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

123.78円

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 105.34円

 

当社は、平成19年４月１日付で株式１株につき５株

の株式分割をおこなっています。当該株式分割が前期

首におこなわれたと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、それぞれ以下のとおり

となります。

(1）１株当たり純資産額 980.15円

(2）１株当たり当期純利益 254.39円

(3）潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
253.91円

 

      

（注）１．１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．１株当たり当期純利益

(1）当期純利益

25,202百万円

１．１株当たり当期純利益

(1）当期純利益

      20,583百万円

(2）普通株主に帰属しない金額

－百万円

(2）普通株主に帰属しない金額

 －百万円

(3）普通株式にかかる当期純利益

25,202百万円

(3）普通株式にかかる当期純利益

      20,583百万円

(4）期中平均株式数

203,281,201株

(4）期中平均株式数

           195,265,802株

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(1）当期純利益調整額

－百万円

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

(1）当期純利益調整額

 －百万円

(2）普通株式増加数

323,993株

(2）普通株式増加数

       129,442株
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３．希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

３．希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

(1）平成14年６月27日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　325,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,583円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

3,351.45円

 (1）平成16年６月24日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　 39,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり2,284円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円 

 (2）平成18年12月１日発行の新株予約権付社債

①新株予約権の目的となる株式の数 11,836,410株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり4,224円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

3,501.71円

 (2）平成17年７月１日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　224,500株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり2,319円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円 

 (3）平成19年７月10日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　415,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,680円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

3,550.90円

(3）平成18年９月11日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　392,500株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,282円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円 

 

 (4）平成18年12月１日発行の新株予約権付社債

①新株予約権の目的となる株式の数 11,836,410株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり4,224円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

2,049.55円 

 

 (5）平成19年７月10日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　415,000株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり3,680円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

　　　　　2,049.55円

 

 (6）平成20年７月８日発行の新株予約権

①新株予約権の目的となる株式の数　　417,500株

②新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり2,650円

③新株予約権が存在する期間の期中平均株価

1,865.36円

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．純資産の部の合計額

189,481百万円

１．純資産の部の合計額

       184,815百万円

２．純資産の部から控除する金額

608百万円

２．純資産の部から控除する金額

   892百万円

(うち、新株予約権）

(608百万円）

(うち、新株予約権）

(892百万円）

３．普通株式にかかる当期末の純資産額

188,873百万円

３．普通株式にかかる当期末の純資産額

       183,923百万円
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．１株当たり純資産額の算定に用いられた当期末の普通

株式の数

199,055,708株

４．１株当たり純資産額の算定に用いられた当期末の普通

株式の数

           194,526,505株

 

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（自己株式の取得）

平成20年５月13日開催の取締役会において、会社法第459

条第１項の規定による定款の定めに基づき、資本効率の向

上、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の一環と

して、自己株式を取得することを決議しました。

また、当該決議に基づき、平成20年５月14日から平成20年

６月13日まで（約定ベース）に、以下のとおり自己株式を

取得しました。

１．取得対象株式の種類　　　　当社普通株式

２．取得した株式の総数　　　　 4,645,700株

３．株式の取得価額の総額　　　11,869百万円

４．取得方法　　　　　　　　　東京証券取引所に

おける市場買付

──────
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表計上額

（百万円）

 投資有価証券  その他有価証券

野村土地建物㈱ 381,520 7,439

㈱ジャフコ（注） 4,198,000 7,325

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 3,002,174 6,484

㈱リクルート 600,000 4,080

㈱セブン銀行 10,000 2,624

㈱だいこう証券ビジネス 2,535,000 1,624

㈱ベネッセコーポレーション 183,600 651

日本インベスター・ソリューション・アン

ド・テクノロジー㈱
22,740 636

髙木証券㈱ 6,248,941 606

いちよし証券㈱ 879,968 372

㈱アイワイ・カード・サービス 30,000 313

㈱InfoDeliver 4,400 308

あいおい損保ＣＳデスク㈱ 6,000 300

統一資訊有限公司 4,186,074 274

朝日火災海上保険㈱ 143,000 259

その他（41銘柄） 2,288,251 1,679

合計 24,719,668 34,980

（注）当社が退職給付信託の信託財産に拠出し、議決権行使の指図権を留保している株式750,000株は含まれてい

ません。

【債券】

銘柄
券面総額

（百万円）

貸借対照表計上額

（百万円）

有価証券 その他有価証券
第５６３回政府短期証券 2,000 1,999

小計 2,000 1,999

 投資有価証券  その他有価証券

ＢＴＭＵキュラソー・ホールディング　

ユーロ円債　永久劣後債
3,000 2,854

住友商事オランダ現法　ユーロ円債 2,000 2,006

ＡＧＡキャピタル　ユーロ円債 2,000 1,997

アメリカホンダファイナンス・コーポレー

ション　ユーロ円債
2,000 1,967

ＧＥキャピタルコーポレーション　ユーロ

円債
2,000 1,959

東京電力社債４８２回 1,000 1,014

第１９７回しんきん中金債券 1,000 1,011

第２０回トヨタファイナンス無担保社債 1,000 1,009

東日本高速道路㈱第３回社債 1,000 1,005

第１０２号商工債 1,000 1,005

第５２回日本政策投資銀行債券 1,000 1,002

第４回兵庫県土地開発公社債券 1,000 1,001

三井住友ファイナンス＆リース㈱　

ユーロ円債
1,000 1,000

ファイザーインク　ユーロ円債 1,000 981

小計 20,000 19,818

合計 22,000 21,818

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等

 

貸借対照表計上額

（百万円）

有価証券 その他有価証券
野村アセットマネジメント㈱　ＣＲＦ 12,000百万口 12,000

小計 － 12,000
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種類及び銘柄
投資口数等

 

貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

JAFCO Asia Technology Fund Ⅱ,L.P.381百万円 338

投資事業有限責任組合出資金（４銘柄） 249百万円 219

小計 631百万円 557

合計 － 12,557
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類

 
 

前期末残高

 

 

(百万円)

 
 

当期増加額

 

 

(百万円)

 
 

当期減少額

 

 

(百万円)

 
 

当期末残高

 

 

(百万円)

 
当期末減価償

却累計額又は

償却

累計額

(百万円)

 
 

当期償却額

 

 

(百万円)

 
 

差引当期末

残高

 

(百万円)

有形固定資産        

建物 54,102 3,062 528 56,635 28,490 3,418 28,144

構築物 1,140 4 － 1,145 751 37 394

機械及び装置 24,345 6,293 3,718 26,920 17,761 4,851 9,158

工具、器具及び備品 21,114 2,210 1,931 21,393 14,448 2,855 6,945

土地 9,486 － － 9,486 － － 9,486

リース資産 － 1,418 513 904 833 115 70

有形固定資産計 110,19012,988 6,692116,486 62,28511,27854,200

無形固定資産        

ソフトウエア 43,24049,07614,98777,330 18,310 8,419 59,019

ソフトウエア仮勘定 6,555 16,516 8,584 14,487 　－ － 14,487

その他 1,069 6 3 1,072 552 25 519

無形固定資産計 50,86565,59923,57592,889 18,863 8,445 74,026

投資その他の資産

（その他）

（注）１、２

653 － 136 516 403 40 112

繰延資産 － － － － － － －
繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．「投資その他の資産（その他）」については、役務の提供を受ける期間等に応じて毎期均等償却をおこ

なっています。

２．「投資その他の資産（その他）」については、償却対象資産のみを記載しています。

３．当期増加額の主なものは、次のとおりです。

資産の種類 内容
取得価額

（百万円）

機械及び装置
データセンターの設備の取得 4,744

アウトソーシングサービス提供のためのＩＴ資産の取得 1,303

ソフトウエア

アウトソーシングサービス提供のためのＩＴ資産の取得 37,133

資産運用サービス向け共同利用型システムのリリースにともなうソフ

トウエア仮勘定からの振替等
3,746

証券業向け共同利用型システムのリリースにともなうソフトウエア仮

勘定からの振替等
2,353

ソフトウエア仮勘定
資産運用サービス向け共同利用型システム 7,107

証券業向け共同利用型システム 4,419

４．当期減少額の主なものは、次のとおりです。

資産の種類 内容
取得価額

（百万円）

機械及び装置 データセンターの設備の除却等 3,718

ソフトウエア 償却済みのソフトウエア等 14,987

ソフトウエア仮勘定 
資産運用サービス向け共同利用型システムのソフトウエアへの振替 3,543

証券業向け共同利用型システムのソフトウエアへの振替 2,154
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【引当金明細表】

区分

前期末残高

 

（百万円）

当期増加額

 

（百万円）

当期減少額

（目的使用）

（百万円）

当期減少額

（その他）

（百万円）

当期末残高

 

（百万円）

貸倒引当金 77 191 0 76 192
賞与引当金 10,400 10,900 10,400 － 10,900

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 1

預金

当座預金 8,169

普通預金 216

定期預金 174

別段預金 22

小計 8,582

合計 8,583

②売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱かんぽ生命保険 12,018

野村ホールディングス㈱ 10,742

日本郵政㈱ 1,706

㈱ベネッセコーポレーション 1,555

㈱セブン－イレブン・ジャパン 1,483

その他 27,009

合計 54,515

(ロ）売掛金の発生および回収ならびに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

（Ａ）

当期発生高

（百万円）

（Ｂ）

当期回収高

（百万円）

（Ｃ）

次期繰越高

（百万円）

（Ｄ）

回収率（％） 滞留期間（日）

(C)
─────
(A)＋(B)

×100

(A)＋(D)

─────

2

──────

(B)

──

365

59,235 361,417 366,137 54,515 87.0 57.4

（注）消費税等の会計処理は税抜き方式を採用していますが、「当期発生高」は消費税等を含んでいます。

③開発等未収収益

(イ）相手先別内訳
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相手先 金額（百万円）

ＳＭＢＣフレンド証券㈱ 2,259

㈱かんぽ生命保険 2,218

三菱ＵＦＪ証券㈱ 1,531

㈱セブン銀行 891

経済産業省 749

その他 12,483

合計 20,133

④商品

区分 金額（百万円）

コンピュータ機器およびソフトウエア 142

合計 142

⑤仕掛品

区分 金額（百万円）

情報システム開発仕掛品 4

合計 4

⑥繰延税金資産

　繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で25,303百万円であり、その内容は「２　財務諸表等（1）財務諸表　

注記事項（税効果会計関係）」に記載しています。

 

⑦買掛金

相手先 金額（百万円）

日本情報通信開発㈱ 5,932

㈱日立製作所 1,978

日本電気㈱ 1,488

キヤノンＩＴソリューションズ㈱ 1,137

富士通㈱ 967

その他 17,919

合計 29,424

⑧新株予約権付社債

区分 金額（百万円）

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 49,997

合計 49,997

⑨退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 56,729

年金資産 △27,304

未積立退職給付債務 29,424

未認識数理計算上の差異 △7,020

未認識過去勤務債務 2,726

合計 25,130

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告によりおこなう。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公

告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載しておこなう。

（公告掲載ＵＲＬ）　http://www.nri.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）定款の定めにより、単元未満株主は、その有する単元未満株式について、次の権利以外の権利を行使することが

できません。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】
 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

(1）臨時報告書  平成20年６月23日

関東財務局長に提出企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に

基づく臨時報告書です。

 

(2）有価証券報告書およびその添付書類 （事業年度　  自 平成19年４月１日

（第43期）    至 平成20年３月31日）

平成20年６月23日

関東財務局長に提出

 

(3）臨時報告書の訂正報告書  平成20年７月９日

関東財務局長に提出平成20年６月23日提出の臨時報告書にかかる訂正報告書です。

 

(4）有価証券報告書の訂正報告書  平成20年７月29日

関東財務局長に提出自平成19年４月１日至平成20年３月31日事業年度（第43期）の有価証券報告書にかかる訂正

報告書です。

 

(5）四半期報告書

及び確認書 

（第44期第１四半期　自　平成20年４月１日

　　　　　　　　　　至　平成20年６月30日）

平成20年７月31日

関東財務局長に提出

  （第44期第２四半期　自　平成20年７月１日

　　　　　　　　　　至　平成20年９月30日）

平成20年10月31日

関東財務局長に提出

  （第44期第３四半期　自　平成20年10月１日

　　　　　　　　　　至　平成20年12月31日）

平成21年１月30日

関東財務局長に提出

 

(6）臨時報告書  平成21年３月16日

関東財務局長に提出企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づ

く臨時報告書です。

 

(7）臨時報告書  平成21年６月24日

関東財務局長に提出企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に

基づく臨時報告書です。

  

(8）自己株券買付状況報告書  平成20年４月３日

平成20年６月13日

平成20年７月４日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２０日

株式会社　野 村 総 合 研 究 所   

 取　締　役　会　　御　中  

 新 日 本 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 英　　公一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮川　朋弘　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社野村総合研究所の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社野村総合研究所及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

（注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２１年６月２２日

株式会社　野 村 総 合 研 究 所   

 取　締　役　会　　御　中  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 英　　公一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮川　朋弘　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森重　俊寛　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社野村総合研究所の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社野村総合研究所及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社野村総合研究所の平成

２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制

報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社野村総合研究所が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

 
（注）１．上記は、独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月２０日

株式会社　野 村 総 合 研 究 所   

 取　締　役　会　　御　中  

 新 日 本 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 英　　公一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮川　朋弘　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社野村総合研究所の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４３期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社野

村総合研究所の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

（注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２１年６月２２日

株式会社　野 村 総 合 研 究 所   

 取　締　役　会　　御　中  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 英　　公一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮川　朋弘　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社野村総合研究所の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第４４期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社野

村総合研究所の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

（注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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